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セメント共同試験について�

前^セメント協会研究所
所長

柳原弘彦

あらゆる岐路に人が立ち，判断を迫られた時，その判断の材料

として何らかの数値を根拠とする場合が多いのは誰しもが経験し

ているところであると思う。もしその数値が信頼のおけるもので

なかったなら，判断の根拠も失われ，とんでもないことになって

しまう。特に各種の試験によって得られた数値は人が介在してい

るだけに非常に難しい。たまには試験データの信頼性の裏付けも

なく，物ごとを断定してしまう人もいる。

信頼性を裏付ける仕組みにはいろいろあり，JIS（最近はISO）

での試験方法の規定もそのひとつであろうし，認定機関での認証

の仕組みもそうだと思う。

ただし，例えJISに規定された試験方法でおこなったとしても

それだけで試験データへの信頼性が保証されたことにはならな

い。試験データにはあらゆるところに誤差を生む要因があり，良

心的な試験者はいつもそれに悩まされている。まして真の値など

は神のみぞ知るの世界である。その結果として人は多数決の原理

を試験にも持ち込んだ。これが正しいかどうかはわからないが，

今のところ真値により近いと考えるしかないのが現状であろう。

セメント協会では戦後まもない昭和23年から毎年1回セメント

共通試料（厳密には共通と思われる）を各試験所に配布し，試験

を実施していただいている。現在も毎年百数十ヶ所の試験所が試

験技術の向上と自己啓発を目的として参加していただいている。

たまには他流試合や武者修行はいかがなものであろうか。この結

果は報告書として参加した試験所に送付され，試験項目毎の分布

や自試験所の分布に占める位置がわかるようになっている。

常日頃からセメントの試験データを扱い物言う方に，またより

多くセメント関係者に是非この共同試験を受けていただきたいも

のだとの思い強く，長々と余分な文を書いてしまった。失礼の段

はお許し願いたい。
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1．はじめに

近年，都市部において建物および自動車等から

排出される人工排熱の増加や，舗装面および建物

の増加などに伴う都市被覆の変化から，都市の平

均気温は長期的に上昇傾向にある。特に，都市が

コンクリートやアスファルトなどの熱容量の大き

いもので覆われたことにより，都市被覆が受ける

日射熱や人工排熱が都市内部に蓄熱されてしま

い，このことが都市気温の上昇や熱帯夜の増加に

大きく影響している。この結果，都市の温暖化，

すなわちヒートアイランド現象が引き起こされて

いる。ヒートアイランド現象は，都市で生活する

上での快適性を著しく損なうと共に，気温の上昇

が建物の冷房用消費エネルギーを増大させる。こ

のため，建物からの排熱量が増大し，さらに都市

の気温が上昇するという悪循環が形成されてい

る。これに対し，ヒートアイランド現象を抑制す

るための手法として，都市表面註１）の日射反射率

を上げ，昼間に受ける日射熱が地表面・建物躯体

に蓄熱される量を抑えることができる高反射率塗

料（図1参照）が注目されている。この高反射率塗

料を建物の屋根に適用する場合は「クールルーフ

（cool roof）」と呼ばれ，舗装面に適用される場合

は｢クールペイブメント（cool pavement）」と呼ば

れる。本報告では主としてクールルーフについて

紹介する。

2. クールルーフの概要

2.1 概要

クールルーフは，建物屋根の日射反射率を高め

て冷房負荷軽減を図ると同時に，太陽からの日射

エネルギーを天空へ反射する割合を増加させるこ

とによりヒートアイランド緩和効果が期待でき

る。すなわち，日射熱がコンクリートなどの都市

表面に蓄熱する量を軽減することができれば，こ

れに伴い，都市表面から都市大気への顕熱放散量

が減少し，都市の気温上昇の抑制となると考えら

れる。省エネルギーと都市のヒートアイランド緩

和といった室内および屋外の両者の温熱環境改善

に有効であり，現在，多くの研究者によって研究

が進められている。既往の研究ではクールルーフ

の適用により夏期における室内温熱環境の改善効

果が確認されている1）～4）。

クールルーフの2次的な効果として，夏期の気

温低下が光化学スモッグの減少にもつがなると考

えられている。また，クールルーフは他の材料に

比べて，1日の温度変動が少なく，紫外線吸収量

も少ないため，屋根材料の劣化が小さい。一方，
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図1 クールルーフの概念図
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日射を反射することによるグレア（まぶしさ）に

対する懸念があるが，金属性のものを除く多くの

材料は拡散的な反射特性をもち，グレアの心配は

少ないと考えられる。ただし，日本においてクー

ルルーフの特徴を持つと言われる塗料や屋根材料

は多くの製品があるが，これらの性能に大きな差

があるため，注意が必要である5）～7）。

2.2 分光反射特性について註２）

高反射率塗料（クールルーフ）および一般塗料

を塗布した試験体（5［b］四方，厚さ0.1［a］の

ステンレス板）を作成し，分光光度計（1島津製

作所： UV-3150）により測定した結果を図2，表1

に示す。クールルーフおよび一般塗料ともに，灰

色（N60）の塗料である。分光反射率は，JIS R

3106８）に基づいて測定を行い，日射強度分布の

重み付け平均により日射反射率を求めた。

3. 実測によるクールルーフの熱的効果の検討

建物屋根面を高反射化した場合の屋外温熱環境

を検討するために，武蔵工業大学8号館屋上にお

いて表面温度や空気温度，短波・長波の放射収支

の測定を行った（写真1，写真2参照）。

3.1 測定項目・測定位置

クールルーフおよび一般塗料上の温熱環境を表

2に示す測定項目，測定位置で行った。また，屋

上階における測定位置を図3に示す。
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表1 各塗料の分光反射率註２）
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表2 測定項目および測定位置

一般塗料

クールルーフ

・上下温度分布
・グローブ温度

放射収支測定
（長短波放射計）



3.2 測定結果

実測期間中の晴天日を1日選択し，検討する。

表3に検討に用いた測定日の外界条件を示す。図

4より，クールルーフの表面温度は一般塗料の屋

根面に比べ約10［℃］低くなり，温度上昇が大幅

に軽減されている。また，日射を受けない時間帯

においても表面温度に約1［℃］の温度差があり，

クールルーフは終日，屋上表面温度の上昇を抑え

ている。図5に示す屋根裏表面温度においてもク

ールルーフ適用の有無の差が見られ，特に16：00

～20：00の差が顕著である。これは躯体の蓄熱に

より時間遅れが生じたためである。

4. 屋上表面から都市大気への顕熱放散量の

解析

4.1 熱収支解析の概要9）～11）

ここでは，一次元熱収支式（図6参照）および実

測結果を用いて屋上表面に関して熱収支を解き，

クールルーフによる都市温暖化の緩和効果を検討

する。以下に屋上表面における熱収支式を示す。

各記号については本報告の最後に示した記号表を

参照されたい。

…（1）

…（2）

…（3）

…（4）

終日晴天の日では，屋上表面において水蒸気の

蒸発はないため，ここでは蒸発潜熱LE＝0とする。

伝導熱量Aは，式（4）を前進差分で離散化し温度

Tを求め，式（3）により計算を行った。境界条件

として，夏期実測により得られた屋上表面温度お

よび屋根裏表面温度を与えている。また，顕熱放

散量Vは，式（1）において正味放射受熱量Rｎおよ

び伝導熱量Aを除いた残差として求めた。
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4.2 熱収支解析の結果

3章で検討した晴天日における放射収支につい

て，式（2）より計算した結果を図7（a）に示す。

計算結果は実測結果（図7（b））とよく対応してい

る。一般塗料を塗布した場合，屋上表面から大気

に向かう長波放射量はクールルーフに比べて大き

い。これは，一般塗料を塗布した屋上表面では温

度上昇が大きいためである。また，図8に屋上表

面における熱収支の結果を示す。クールルーフを

適用したことにより反射日射量が増大し，その結

果，正味放射受熱量は一般塗料に比べて28［％］

程度小さくなる。また，伝導熱量Aの変化を見る

と，日中は日射熱が吸収され，屋上表面から屋根

躯体内部へ熱が移動し，一方，15：00～5：00頃

までは逆に屋上表面から大気へ放熱していること

がわかる。クールルーフ化した場合，日中に吸収

される熱量や夜間に大気へ放出する熱量が少な

い。したがって，クールルーフを適用した屋根表

面では，日中は建物躯体内に蓄えられる熱量が少

なく，夜間は都市大気への顕熱放散が少ない。こ

のように屋上表面の熱収支解析より，建物の屋

根をクールルーフ化することにより，屋上表面

から都市大気への顕熱放散量を抑えることがで

きることがわかる。

4.3 建物屋根をクールルーフ化する効果

クールルーフの効果は地理的条件，敷地周辺の

条件等に影響されると考えられ，地域の特性を考

慮する必要がある。また，建物や自動車などから

発生する人工排熱量も地域によって異なる。ここ

では，東京都の各地域について，クールルーフ適

用による都市大気への顕熱放散の削減量を，各地

域の人工排熱量12）と比較することにより，クール

ルーフの効果を検討する。

検討は，商業地区として東京都新宿区を，住宅

地区として世田谷区を，工業地区として品川区を

対象として行った。4.2節と同様に，一次元熱収

支式を用いて，顕熱削減量を計算する。
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4.4 人工排熱量との比較

各地域の建物の全屋根面積註３）に，クールルー

フを適用した場合と適用しなかった場合の熱収支

の結果を表4に示す。建物屋根をクールルーフ化

したことによる都市大気への顕熱放散の削減量

は，各地域から排出される人工排熱量註４）の約20

～40［％］に相当する。すなわち，建物の屋根を

クールルーフ化することは，多くの人工排熱量を

削減したことと同等の都市温暖化対策となり得る

ことが示唆される。

また，表4に示す人工排熱量は1日あたりの値で

あるが，時間的な変化を考慮すると人工排熱量は

日中に大きい場合が多い。これに対し，クールル

ーフの効果も日中に大きいことは昼間の暑熱環境

の改善対策として有効である。さらに，屋根面を

クールルーフ化したことに伴い，日中の室内冷房

負荷が軽減され，人工排熱量が削減されると考え

られる。ただし，建物屋根の断熱が十分になされ

ている場合には冷房負荷軽減効果は大きくなく，

また年間を通じて見た場合，冬期の暖房負荷を逆

に増大させてしまうことに注意が必要である１）。

一方，建物屋上には設備機器スペースがあること

が多く，屋上面をすべてクールルーフ化すること

は難しいが，先に述べた舗装面のクールペイブメ

ント化を並行して推進することができれば，ここ

で示した効果は非現実的ではないと考えられる。

5．街区におけるクールルーフ・クールペイ

ブメントの影響

新宿区のような高層建物と低層建物の混在した

地域と，世田谷区のような低層建物が多い地域で

は，クールルーフの効果は必ずしも同じとは言え

ない。このような街区形状の影響を検討するため

には，3次元的な検討が必要であり，ここでは街

区モデルを用いた検討を紹介する。

5.1 隣接建物への反射日射の影響

クールルーフを適用する際の懸念事項の一つと

して，高反射化した建物屋根による隣接建物への

影響がある。すなわち，屋根面を高反射化するこ

とにより隣接建物の壁面への反射日射が増加し，

隣接建物の冷房負荷が増加するということが懸念
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（a）住宅街� （b）高層ビル街�

反射日射は�
全て天空面へ�

反射日射の一部が�
隣接建物へ吸収�

図9 屋根面の反射日射

（a）平面図� （b）A-A′断面図�

図10 計算モデル　単位：［C］

表4 顕熱削減量と人工排熱量（顕熱）の比較

地域
�

�

新宿区�

世田谷区�

品川区�

グロス建蔽率�

［％］注３）�

36.0�

30.0�

29.2

顕熱削減量�

［MJ/m2・日］�

0.95�

0.79�

0.77

人工排熱量�

［MJ/m2・日］�

3.70�

1.62�

3.86

人工排熱との割合�

［％］�

26.7�

48.7�

19.9

�
�

日時�
太陽高度�
全天日射量�
日射反射率�

Case 1�
（ヒートアイランド対策なし）�

�
�
�
0.21

Case 2�
（クールルーフ適用）�

�
�
�
0.40

2005年8月20日　12：00�
65.89

。
�

876［W/m2］（直達日射量：654［W/m2］、天空日射量279［W/m2］�

表5 計算条件および計算ケース



される（図9（b）参照）。ここでは，建物壁面など

の固体表面間の3次元的な放射熱授受を計算し，

検討を行う。

（1）計算モデル

図10に示すような高層建物と低層建物が混在

した街区モデルを想定し，低層建物の屋根から反

射した日射が高層建物の壁に入射する量を検討す

る。高層建物の壁に直達日射が当たる場合は低層

建物の屋根からの反射日射は直達日射に比べて無

視できるオーダーであることは容易に予想でき

る。そこで，高層建物の壁面のうち日陰になる面

を対象として，低層建物の屋根からの反射日射量

を計算し，正味放射受熱量と比較する。

（2）計算手法

計算モデルの固体表面を分割し，短波放射（日射）

および長波放射に分けて計算を行った13）。短波に関

しては，計算モデル表面要素間の面対面形態係数

を算出し，各面を完全拡散面であると仮定してGeb-

hartの吸収係数を求めた14）。また，式（5）より各表

面要素への短波による正味放射受熱量を算出した。

…（5）

長波に関しても同様に，Gebhartの吸収係数を

用いて式（6）より長波による放射熱伝達量を算出

した。また，高層建物の壁面温度については各表

面要素において一様として与え，天空面には仮想

天空温度をBruntの式より算出し，Tsky＝22.7［℃］

として規定する。

…（6）

（3）計算条件および計算ケース（表5参照）

計算対象日時は，8月20日の12時の太陽高度

（h＝65.9°），日射量を想定した。計算ケースは

ヒートアイランド緩和対策あり（クールルーフの

適用，ρｒ＝0.40），対策なし（ρｒ＝0.21）の2ケ

ースとした。

（4）計算結果

高層建物の壁面における反射日射受熱量，長波

放射受熱量，正味放射受熱量を図11，図12，図

13に示す。低層建物屋根から反射された日射量

のうち高層建物壁面が受ける量（図11）は，クー

ルルーフを適用したCase 2がCase 1に比べて大き

いが，逆に長波放射受熱量（図12）はやや小さい。

この結果，高層建物壁面が受ける正味放射受熱量
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高層建物壁面への長波放射量
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高層建物壁面への反射日射量

図13 高層建物壁面に
おける正味放射受熱量



（図13）に顕著な差は見られない。これは，屋根

は通常天空率が大きく，屋根面を完全拡散面と仮

定した場合，反射日射のほとんどが天空に向かう

ことによる。このことからクールルーフにより反

射された日射による隣接建物への影響は少ないと

考えられる。しかし，今回の計算では屋上面を高

反射化した場合の結果であり，壁面や舗装面を高

反射化した場合の隣接建物への熱的影響について

は別途検討が必要である。

5.2 クールペイブメント上の人体温熱感

高反射率塗料は屋根面だけでなく，舗装面にも

適用可能である。舗装面に適用した場合，クール

ペイブメントと呼び，このとき，クールペイブメ

ント上では，一般舗装に比べ，舗装面の表面温度

は低下し，舗装面から人体への長波放射量は低減

し，また舗装面近傍の空気温度は低下する。しか

し一方で，人体は舗装面から反射日射をより多く

受けるため，温熱感への影響が懸念される。ここ

では，一般舗装およびクールペイブメント上にお

ける人体の温熱感をCFD解析により検討する。

（1）解析手法および解析モデル

クールペイブメント上における人体の温熱感を

検討するため，人体表面温度を，CFD解析により
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（a）Case 3�
（一般舗装）�

（b）Case 4�
（クールペイブメント）�
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図15 表面温度分布（解析領域全体） 単位：［℃］

（a）Case 3�
（一般舗装）�

（b）Case 4�
（クールペイブメント）�

図16 人体表面温度　単位：［℃］
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図14 解析モデル　単位：［℃］
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算出し，クールペイブメントおよび一般舗装の人

体への影響を検討する。放射解析は，5.1節と同

様な手法を用いて行う。解析モデルを図14に示す。

両側に低層建物が並ぶ街路の歩道に人が立ってい

ることを想定している。また，解析条件として式

（5）より求めたQRS,ｉを人体，舗装および壁の各面

に発熱量として与える。一方，長波放射授受は，

対流・放射連成CFD解析により各面の表面温度を

求める際に組み込まれる。大気放射については，

天空面にBruntの式より求めた仮想天空温度Tskyを

規定する。また，建物および舗装面の裏面条件と

して，舗装面は断熱とし，建物内は空調している

部屋の温度（＝26.0［℃］）を規定した（表6）。

（2）CFD解析結果

図15より，一般舗装の表面温度は，日照部にお

いてクールペイブメントの表面温度より約8［℃］

高い。日照部の壁面温度は，舗装面からの反射日

射の影響を多く受けるCase 4が1～2［℃］高い。

図16より，人体表面温度は，Case 3（一般舗装）

は約40～50［℃］，Case 4（クールペイブメント）

は約41～50［℃］であった註６）。人体を部位別に見

ると，日照側の足下部の表面温度が高い。各

Caseの人体表面温度を比較すると，上半身では

Case 4の方が高く，足下部（舗装面から高さ100

［a］以下）ではCase 3の方がやや高い。これは，

舗装面から人体表面への日射反射量，長波放射量

と周囲空気との対流熱伝達量の違い註７）に起因す

る。人体各面では，Case 4の方が日射反射量は大

きく，長波放射量は小さいが，日射反射の影響の

方が大きい。また，人体上部では周囲空気温度は

各Caseで同様であり，対流熱伝達による差異は

小さいため，Case 4の方が表面温度は高い。一方，

Case 4では舗装面温度の差に対応して舗装面近傍

空気温度が低く，この結果，対流熱伝達により足

下部の表面温度はCase3とほぼ同じであった。

6. まとめ

実測および数値計算により，クールルーフによ

るヒートアイランド緩和効果を検討した。また，

都市表面の高反射化により懸念される温熱環境の

悪化に関して検討を行った。

①分光反射率測定および夏期実測により，クール

ルーフの遮熱特性を測定した。その結果，一般塗

料に比べ，日射反射率の高いクールルーフは，屋

上面の表面温度を低減させ，それに伴い，建物躯

体への蓄熱量を軽減させることができる。

②一次元熱収支式および夏期実測結果を用いて，

都市表面における熱収支解析を行った。クールル

ーフを都市表面に適用した場合，正味放射受熱量

の削減に伴い，都市大気への顕熱放散量も減少し

た。さらに，新宿区，世田谷区，品川区を対象と

して建物屋根にクールルーフを適用した場合，削

減される顕熱放散量は各地域から排出される人工

排熱の約20～40％に相当する。

③高層ビル群を想定した街区において放射計算を

行った結果，クールルーフ適用による隣接建物へ

の反射日射の影響は小さいことが確認できた。

④CFD解析により，クールペイブメントおよび一

般舗装上での人体モデルの表面温度を検討した。

クールペイブメントによる日射反射量増大が人体

の温熱環境を悪化させる可能性は低いと考えられ

る。今後，実測により足下部などの人体表面温度

の検討を行う予定である。
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A：
Aｉ：
Bｉｊ：
EDｉ：
ESｉ：
h：
J：
Lａ：
Lｅ：

LE：
QＲＳ,ｉ：

伝導熱量［W/g］
表面要素ｉの面積［g］
Gebhartの吸収係数［-］
直達日射エネルギー［W］
天空日射エネルギー［W］
太陽高度［｡］
全天日射量［W/g］
大気放射量［W/g］
都市表面からの長波放射
量［W/g］
蒸発潜熱［W/g］
表面要素ｉの短波放射に
よる受熱量［W/g］

QＲＬ,ｉ：

Rｎ：
Rｓ：
RＬ：
Tａ：
Tｓ：

V：
αc：
εi：

ρr：

σ：

表面要素ｉの長波放射による
受熱量［W/g］
正味放射受熱量［W/g］
短波放射による受熱量［W/g］
長波放射による受熱量［W/g］
外気温［K］
都市表面温度（屋上表面温度）
［K］
顕熱放散量［W/g］
対流熱伝達率［W/g・K］
表面要素ｉの長波放射率［-］
（クールルーフ･一般塗0.90）
日射反射率［-］（クールルー
フ：0.40, 一般塗料：0.21）
ステファン･ボルツマン定数
（5.67×10 －8）［W/g･K４］

［記号表］
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註1）都市被覆面は，地表面および建築物の外壁・屋根等で構成
されると考えられる。これらをまとめて以降，都市表面と
表す。

註2）各塗料の分光反射率のデータは，7建材試験センターで測
定されたものを提供いただいた。

註3）グロス建蔽率は，各地域の面積に対する建物投影面積の割
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註6）本解析では，顕熱による熱移動のみを解いている。人体の
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より低い温度が算出されると考えられる。

註7）人の足裏にはゴム底（厚さ10［a］）を想定しており，舗装
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1.はじめに

近年，都市におけるヒートアイランド現象が問

題となり，様々な取り組みがなされている１）。

2004年3月に政府の「ヒートアイランド対策大綱」

が策定され，その対策がスタートしつつある。ま

た日本建築学会において，2005年7月「都市のヒー

トアイランド対策に関する提言」が公表された。

ヒートアイランド現象は，建築物及び舗装等に

よる地表面の被覆，建築物及び自動車等から排出

される人工排熱が原因と考えられている。

ヒートアイランドの対策の1つとして緑地を増

加させることがあげられるが，東京の都市部にお

いては建物が密集し，舗装等により地表面積の8

割程度が被覆されており，緑地を増加することが

難しいのが現状である。そこで，建物や舗装等の

被覆部の表面温度を直接下げることにより，被覆

部からの顕熱を抑制することが考えられている。

その1つとして，保水性建材を被覆部に施工する

ことにより，表面温度の温度上昇を抑制する手法

があげられる。保水性建材とは，建材の保水性能

が高く，太陽熱で建材表面が暖められると建材内

部の水分が蒸発し，潜熱としてエネルギーを消費

することにより建材の表面温度の上昇を抑制する

ものである。また，周囲の温度上昇を抑制する働

きもある。この保水性建材を建物や舗装等の被覆

として用いることにより，表面温度の上昇を抑制

できると考えられるが，保水性建材の蒸発性能に

関する有効な評価手法，蒸発性能を評価する基礎

データがないのが現状である。

本研究では，建築物及び舗装等による表面の被

覆に用いられる保水性建材の蒸発性能に関して，

基礎的データを得ることを目的に試験を行った。

2. 試験概要

（1）試験体

国内で市販されている保水性建材の中から19種

類のものを選定した。蒸発性能試験前における体

積含水率を表1に示す。試験体は，レンガ質のも

の，セラミックスを使用したもの，粒状のものを

技術レポート

保水性建材の蒸発性能に関する実験

萩原伸治＊ 藤本哲夫＊＊ 田坂太一＊＊＊

＊7建材試験センター中央試験所　品質性能部環境グループ　博士（工学） ＊＊同　統括リーダー　＊＊＊同

＜ 用語・解説 ＞

ヒートアイランド現象とは２）

ヒートアイランド現象とは，都市化による地表面
被覆の人工化（建物やアスファルト舗装面などの増
加）やエネルギー消費に伴う人工排熱（建物空調や
自動車の走行，工場の生産活動などに伴う排熱の増
加）により，地表面の熱収支が変化して引き起こさ
れる熱大気汚染であり，都心部の気温が郊外に比べ
て島状に高くなる現象をいう。

保水性建材とは３）

製品中に存在する微細な連続気孔に水分を貯える
ことができ，この水分が太陽熱で温められ蒸発する
ときに，潜熱として周囲の熱を吸収し表面温度を下
げるため，建築部材表面温度，ひいては周辺気温の
上昇を抑制する効果がある。建築部材表面温度の低
下により，室内温度上昇の抑制，更には空調負荷の
低減（省エネルギー）にも貢献することができる。



成形したもの，セメント材料を使用したもの，等

材質の種類によって大きく4つに分類できる。そ

の分類も表中に示す。

試験体の含水率は，水中に入れて含水させてお

いた試験体を水から取り出し，表面の水分をふき

とった後，試験体質量を測定した値から算出した

ものである。

（2）試験方法

試験装置の概要を図1に示す。蒸発性能試験装

置は，ハロゲンライト及び電子天秤によって構成

される。

試験体は，パラフィン又はエポキシ樹脂により

上下面を除く4側面を断湿し，雰囲気温度20℃の

部屋の中で試験体全体を水没させて飽和状態とし

た後，水から取り出して測定を開始した。試験体

の温度測定は，試験体上面の中央にT熱電対を取

り付け，上面を除く4側面及び底面を断熱した条

件において行った。試験体を電子天秤に設置し，

試験体上面をハロゲンライトによって照射し，試

験体上面からの水蒸気の蒸発量に伴う質量変化及

び表面温度を測定した。試験は，温度30℃，相対

湿度40％の雰囲気の条件で行い，試験体表面の風

速をほぼ無風状態として行った。ハロゲンライト

の照射条件は，低温（照射量446W/g）と高温

（照射量1173W/g）とした。

3. 試験結果

試験体表面温度の経時変化を図2，図3に示す。

これらの結果から，レンガ及びセラミックスに分

類される試験体は温度停滞の時間を保持してお

り，温度上昇を抑制する効果が大きい傾向を示し

た。一方，粒子及びセメントに分類される試験体

は，温度停滞させることなく温度が時間とともに

上昇していき，終局温度に達している傾向を示し

た。このことより，レンガ及びセラミックスに分

類される試験体は表面温度の上昇を抑制する効果

が大きいと言える。

質量減少量の経時変化を図4及び図5に示す。

試験開始直後からの急激な質量減少により，試験

体から水分が蒸発していることがわかる。質量減

少量が大きいものは，水分蒸発に伴う潜熱のエネ

ルギー消費が大きいため，表面温度の上昇を抑制

していると考えられ，その傾向は図2及び図3の

表面温度の経時変化との相関性が見られる。

試験体の質量減少量から算出した体積含水率

と，試験体表面温度の関係を図6及び図7に示す。

レンガ及びセラミックスに分類される試験体は，

温度上昇を抑制する効果が大きい傾向を示し，粒

子及びセメントに分類される試験体は，温度上昇

を抑制する効果が小さい傾向を示した。図2及び
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図3において温度上昇の停滞が見られた試験体は，

図6及び図7において表面温度が一定の状態で体

積含水率が減少する傾向を示し，その傾向は試験

開始前の体積含水率が大きいものに多く見られ

た。一方，温度上昇の停滞が見られなかったもの

は，図6及び図7においても温度の停滞が見られ

ずに体積含水率が減少していく傾向を示し，その

傾向は試験開始前の体積含水率が小さいものに多

く見られた。しかし，No.5，16，19の試験体のよ

うに，試験開始前の体積含水率は大きいが，温度

上昇を抑制する効果が小さいものもあった。これ

は，水分の蒸発量に対して試験体表面部への水分

供給量が小さいため表面温度が上昇したと考えら

れる。
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図2 表面温度の経時変化（低温条件）

図3 表面温度の経時変化（高温条件）

図4 質量減少量の経時変化（低温条件）

図5 質量減少量の経時変化（高温条件）



温度上昇の抑制効果が大きいレンガ及びセラミ

ックスに分類される試験体は，体積含水率が約10

～15％より低くなると温度が上昇していく傾向が

見られることから，水分の蒸発に伴い表面温度の

上昇を抑制する能力は，体積含水率が約10～15％

付近に境界があると考えられる。

4. 考察

ヒートアイランド対策として保水性建材は，保水

能力と，日射を受けたときに表面温度の上昇を抑制

する性能が要求される。この性能を評価する方法

として，本研究においては，保水能力は体積含水

率を比較することにより検討し，温度上昇を抑制

する性能は温度上昇に要する時間を比較すること

により検討した。なお，温度上昇に要する時間は，

ある所定温度に達するまでの時間を比較した。

設定する温度は，試験体表面温度の終局温度が

一番低い試験体の約90％である35℃（低温条件），

50℃（高温条件）とした。表面温度が所定温度に

達するまでの時間と試験開始前の体積含水率の関

係を比較したものを図8に示す。

図8より，所定温度到達時間と体積含水率との

間には相関関係が見られ，体積含水率が大きいも
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図8 所定温度到達時間と体積含有率の関係
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図6 表面温度と体積含水率の関係（低温条件）

図7 表面温度と体積含水率の関係（高温条件）



のほど所定温度に達するまでの時間が長く，体積

含水率が小さいものは所定温度に達する時間が短

いことがわかる。

本研究は，低温条件と高温条件の異なった条件

で試験を行っており，照射量が異なる条件におい

て同一のパラメータを用いて蒸発性能の評価が行

える手法を検討した。

図2及び図3から，照射量に比例して表面温度

が上昇している傾向が見られる。また，図8から，

所定温度に達するまでの時間が照射量に比例して

いる傾向が見られる。そこで，図2及び図3の表

面温度を単位照射量当たりの試験体表面温度上昇

量に，経過時間を照射熱量に置き換え比較を行っ

た。単位照射量当たりの表面温度上昇量及び照射

熱量は次式から算出した。

△U＝△T/w ・・・・（1）

Ｑ＝w×t ・・・・（2）

ここに，

△U：単位照射量当たりの温度上昇量［K/（W/g）］

Ｑ：照射熱量［W･h/g］

△T：試験体表面温度と空気温度の温度差［K］

w：照射量［W/g］

t：時間［h］

この関係式から求めた単位照射量当たりの温度

上昇量と照射熱量の関係の一例を図9に示す。図9

より，単位照射量当たりの温度上昇量（△U ）と

照射熱量（Ｑ）の関係を用いることにより，異な
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る照射条件においても概ね蒸発性能を評価できる

と考えられる。この結果を用い，図8と同様に所

定温度に到達する時間の代わりに，所定温度上昇

量（△U ）に到達するまでの照射熱量（Ｑ）を用い

て評価した。所定温度上昇量は，終局値が一番低

い試験体の約90％である0.015K/(W/g)とした。

ここで，0.015K/(W/g)とは，夏季の日射量が

1000W/g，外気温が30℃とした場合を想定する

と，建材の表面温度が45℃となる状態を意味して

いる［（45-30）/1000＝0.015K/（W/g）］。

温度上昇量0.015K/(W/g)に到達するまでの照

射量と試験前の体積含水率の関係を図10に示す。

低温条件と高温条件に若干の差が生じているが

概ね同様の傾向を示す結果となった。これより，

照射条件が異なる場合にいても，単位照射量当た

りの温度上昇量（△U ）と照射熱量（Ｑ）を用いる

ことにより，蒸発性能の評価が可能であると考え

られる。

以上より，保水性建材として蒸発性能を評価す

ると図11に示すように大きく4つの領域に分類で

きる。なお，ここでの所定温度上昇量（△U ）は，

0.015K/（W/g）を設定している。

本研究において，保水性建材として優れた性能

を示すものは領域Bに分類され，性能が十分発揮

されていないものは領域C及び領域Dに分類でき

ると考えられる。領域Aは，試験開始前の体積含

水率が小さいが表面温度が上昇する時間が遅い性

能を保有する分類であり，実施工において水分供

給量の少ない状況においても性能が十分発揮され

ると考えられる。

各領域の境界について考察すると，体積含水率

の境界（領域A及びCと，領域D及びB）は，体積

含水率が20～25％付近にあると考えられる。また，

所定温度上昇量に到達するまでの照射熱量の境界

（領域A及びBと，領域C及びD）は，4～5kW･

h/g付近にあると考えられる。

体積含水率の境界は，図2及び図3の結果から，

温度停滞の時間を保持し，表面温度の上昇を抑制

している傾向が見られる試験体の試験開始前の含

水率から20～25％付近にあることから判断した。

照射熱量の境界は，夏季の日射量が1000W/g

（＝1kW/g），外気温が30℃，所定温度上昇量

（△U ）を0.015K/（W/g）とした場合を想定する

と，建材の表面温度が45℃に到達するまで（表面

温度が15℃上昇するまで）4～5時間かかることを

意味している（照射熱量：1kW/g×4～5h＝4～

5kW・h/g）。これは，夏季において日射量の強

い時間帯（10時～15時頃の約4～5時間）に相当し，

この時間帯において表面温度の上昇を抑制するこ

とを評価するために妥当な範囲と考えられる。

5. まとめ

本研究において，保水性建材の蒸発性能を評価

するための試験方法を提案し，その試験における

蒸発性能に関する評価方法を検討した。その結果，

提案した試験方法により概ね蒸発性能を評価する

ことができ，また，その基礎的データを得ること

ができた。

なお，今回行った試験は試験室レベルのもので

あり，屋外における実施工状態との相関に関して

今後検討する必要がある。しかし，本研究の測定

方法及び評価方法は，簡易に，ある程度精度良く，

定量的に蒸発性能を評価できる点にあり，今後，

試験方法の妥当性を更に検討し，蒸発性能の評価

方法を検討する予定である。
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当センターは建築基準法第77条の56に示されて

いる「指定性能評価機関」に国土交通大臣から指

定（平成15年3月14日指定）されており，構造方法

等の国土交通大臣認定の事前性能評価を行ってい

る（図1参照）。

これに伴い，中央試験所品質性能部防耐火グル

ープでは防耐火構造・防火設備・防火材料などを

対象とした性能評価及びそれに伴う試験を行って

いる。本報では「防火区画等を貫通する管の遮炎

性能」（建築基準法施行令第129条の2の5第1項第7

号ハに規定）の認定に関する試験について述べる。

建築基準法では，建築物内の延焼防止の目的で，

ある一定の耐火性能を備えた壁や床（以下，「防

火区画」という）の設置が義務付けられている。

これらの防火区画を配電管や給水管などが貫通

する場合は，当該管及び貫通部が建築基準法で定

められた技術基準を満たしていなくてはいけな

い。図2に防火区画の管及び貫通部に関する法律

の関係を示す。

本報で述べる試験は，防火区画を貫通する管を

加熱し，図2中の下線部を満たしているかどうかを

「指定性能評価機関」として判定するものである。
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１．はじめに

＊7建材試験センター中央試験所　品質性能部防耐火グループ

区画貫通部の遮炎性能試験�
�

山下 平祐＊�

２．試験の概要

法第6条�
（技術基準）�

告第1422号（平成12年）�
（管の外径の規定）�

図中の「法」は建築基準法、「令」�
は施工令、「告」は告示を表す。�

法第68条26の3�
（大臣認定の委任）�

�
法第77条56�

（指定性能評価機関）�

令第112条第15項�
（貫通部の埋め戻しに関する規定）�

令第129条の2の5第1項第七号�
（管の構造に関する規定）�
�
防火区画等を貫通する管は次のいずれか
としなくてはいけない。�
�
イ．貫通部の両側1Cを不燃材とすること。�
�
ロ．管の外径が定められた数値未満である
　 こと。�
�
ハ．遮炎性能基準を満たしたものとして国
　 土交通大臣の認定を受けたもの�

図1 性能評価の流れ

事前相談�

�

性能評価の申請�

�

性能評価試験の実施�

�

性能評価書の作成・審議・発行�

�

性能評価書による大臣認定申請�

�

大臣認定書の取得�

図2 区画貫通部に関する法律の関係



なお，「防火区画等を貫通する管」とは次の管

とする。

①配電管その他の管：導体を芯として外部と絶縁

するために導体を包む物質を有するケーブルや，

導体を支持する難燃性の絶縁支持物を金属製ダク

トに納めたバスダクトなど。

②給水管その他の管：排水管，和風便器及び阻集

器付き排水管など。なお阻集器とは，排水中に含

まれる有害な物質や再利用できる物質の流下を阻

止，分離，捕集し，自然流下により排水できる装

置である。

（1）試験体の構成

試験体は管，防火区画部材（管の貫通する壁又

は床）及び防火措置工法（管と防火区画部材の隙

間に施す遮炎措置工法）から構成される。写真1

～写真3に代表的な試験体を示す。

（2）試験体の仕様

管及び防火措置工法の材料，形状及び大きさな

どは原則として申請仕様通りとする。申請仕様が

複数ある場合は，試験をする上で最も不利と思わ

れる仕様とする。

管の長さは，防火措置工法の表面から加熱側

300a以上，非加熱側800a以上とする。また給水

管及びその他の管では，煙等の遮断のために管の

両端を塞ぐ事が出来る。

防火区画部材の大きさは，高さまたは長さが

2400a，幅1800a以上で，試験が可能な最大寸法

とする。ただし，管を貫通させる開口部と試験体

端部及び他の開口部とは300a以上離すものとす

る。表1に防火区画部材の代表的な仕様と，各仕

様に適用される性能評価の範囲を示す。

３．試験体

22 &建材試験センター　建材試験情報５ ’06

写真1 ケーブルの試験体（床、非加熱側）

写真2 バスダクトの試験体（壁、加熱側）

写真3 給・排水管の試験体（壁、非加熱側）

ケーブル

防火区画部材（床）

防火措置工
法表面から
800A以上

防火措置工法

防火措置工
法表面から
300A以上

防火区画部材（壁）

防火措置工法バスダクト

防火区画部材（壁）

給・配水管

熱対電（消防法用、
「9.消防法について」参照）

防火措置工法



（3）試験体の養生

試験時の試験体は気乾状態に乾燥したものとす

る。気乾状態とは，試験体構成材料の含水率が木

材にあっては15質量％以下，せっこう等の結晶水

を持つ材料にあっては40℃において2質量％以下

（恒量時），その他の材料にあっては5質量％以下

の状態である。ただし，室内において含水率が一

定の平衡状態となることが確認される場合は，こ

の限りではない。

（4）試験体の確認

試験体が搬入された時点で，試験担当者は試験

体が申請仕様どおりであるか確認しなくてはいけ

ない。写真1のようなケーブルの本数が多い試験

体では非常に時間のかかる作業となる。

なお，試験体を確認する際には図面がとても重

要になるため，事前にある程度しっかりした図面

が申請者から提出されていることが好ましい。

（1）加熱炉

現在，中央試験所の防火試験棟には，防火区

画部材が壁の場合に使用する壁炉が２機，防火

区画部材が床の場合に使用する水平炉が2機あ

る。全ての炉が「4.（2）加熱温度」に規定される

温度の時間的変化を試験面の全面にほぼ一様に与

えられ，炉内圧力を測定する装置を備えている。

各炉の様子を写真4及び写真5に，各炉に試験

体を設置したときの状況を図3及び図4に示す。

（2）加熱温度

炉内の熱電対（試験体から100a離れた位置に

設置する）によって測定した温度の時間経過が，

式1で表される数値となるように加熱する。

T＝345log10（8t＋1）＋2…（式1）

T：平均炉内温度（℃）

t：試験の経過時間（分）
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４．試験方法

表1 防火区画部部材の仕様と性能評価の適用される範囲
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両面せっこうボード（厚さ12.5A（下張り）＋厚さ9.5A（上張り））重

張木製枠組造の部材の壁を貫通する工法の試験体�

両面せっこうボード（厚さ12.5A（下張り）＋厚さ12.5A（上張り））

重張木製枠組造の部材の壁を貫通する工法の試験体�

�

�

厚さ70A以上の高温高圧蒸気養生された軽量気泡コンクリート（以

下，ALCという。）の部材の壁を貫通する工法の試験体�

厚さ70A以上のプレキャストコンクリート板（以下，PCaという。）の

壁を貫通する工法の試験体�

上面を構造用合板（厚さ12A）の上にせっこうボード（厚さ9.5A）

を張り，下面に強化せっこうボード（厚さ15A）を張った木製枠組造

の部材の床を貫通する工法の試験体�

上面を構造用合板（厚さ12A）の上にせっこうボード（厚さ12.5A）

を張り，下面に強化せっこうボード（厚さ12.5A）を2枚張った木製枠

組造の部材の床を貫通する工法の試験体�

�

厚さ100A以上のALCの床を貫通する工法の試験体�

厚さ70A以上のPCaの床を貫通する工法の試験体�

性 能 評 価 の 適 用 範 囲�

建築基準法第2条第七号の二の規定に基づき，国土交通大臣が

指定もしくは認定した準耐火構造（45分）の壁�

建築基準法施行令第115条の2の2第1項第一号の規定に基づき，

大臣が指定もしくは認定した準耐火構造（60分）及び建築基準法

第2条第七号の規定に基づき，国土交通大臣が指定もしくは認定

した耐火構造（60分）の壁�

試験体厚さ以上のALC及び無筋コンクリート構造の壁�

�

ALC以外でその試験体厚さ以上の鉄筋コンクリート構造の壁�

�

建築基準法第2条第七号の二の規定に基づき，国土交通大臣が

指定もしくは認定した準耐火構造（45分）の床�
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建築基準法施行令第115条の2の2第1項第一号の規定に基づき，

大臣が指定もしくは認定した準耐火構造（60分）及び建築基準法

第2条第七号の規定に基づき，国土交通大臣が指定もしくは認定

した耐火構造（60分）の床�

試験体厚さ以上のALC及び鉄筋コンクリート構造の床�

ALC以外でその試験体厚さ以上の鉄筋コンクリート構造の床�



（3）炉内圧力

加熱炉内の高さ方向の圧力勾配は，1000aの高

さ当たり平均8Paとする。

防火区画部材が壁の場合の圧力は，試験体下端

から500aの高さで0Paとなるような勾配を有する

ものとする。ただし，試験体の上端で20Paを超え

ないように中立軸高さを調整する。

防火区画部材が床の場合の圧力は，試験体下面

から100aの位置で20Paの正圧とする。

（4）加熱時間

加熱時間は，防火区画部材の種類によって20分，

45分及び60分に定められている。各種類で必要と

される加熱時間を表2に示す。また，炉内温度と

加熱時間の関係を図5に示す。

（5）試験の回数

試験の回数は原則として各加熱面ごとに1回と

し，加熱面が1面のみの場合はその面について2回

の試験を行う。

複数の区画貫通部を1つの防火区画部材に設け

ることが可能な場合は，1回の加熱で同時に試験

を行うことが出来る。
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写真4 壁炉（斜め前方から見た状況） 図3 壁炉（横から見た状況）

炉壁�

熱電対�

100A
防火区画部材�

加熱バーナー�

管�

写真5 水平炉（上方から見た状況） 図4 水平炉（横から見た状況）
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管�

加熱バーナー�

熱電対�

100A

熱電対

加熱バーナー

加熱バーナー

熱電対



非加熱面での火炎及び火炎の通る亀裂等の発生

の有無について目視観察する。ここで火炎の通る

亀裂等とは，これらを通して火炎が非加熱面へ出

てくるか，又は加熱炉内が目視できるものをいう。

各試験体について実施した加熱試験によって得

られた目視観察結果が，次の3点の遮炎性に関す

る基準を満足する場合に合格とする。

①非加熱側へ10秒を超えて継続する火炎の噴出が

ないこと。

②非加熱側へ10秒を超えて継続する発炎がないこ

と。

③火炎が通る亀裂等の損傷及び隙間を生じないこ

と。

試験報告書には，試験結果などを示した表，試

験体図面及び試験体の写真を載せる。試験報告書

は性能評価書に付けられる。

現在，ケーブルなどの電線管及び被覆材はポリ

エチレン樹脂や塩ビ樹脂といった合成樹脂が主と

なっているが，これらの合成樹脂を加熱すると刺

激臭を伴った多量の煙が発生する。周辺の環境上，

これらの煙はそのまま外に排出することは出来な

いため，煙の処理方法には注意する必要がある。

防火試験棟では，煙を二次燃焼炉に回してから排

気することで対応している。また，試験棟内にい

る人間（試験立会いの申請者を含む）のための防

煙マスクを事前に用意しておく必要があるだろ

う。
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５．測定項目

６．試験の判定

７．試験報告書

８．試験実施時の留意事項

防火区画部材の種類
�

�

建築基準法施行令第112条第9項本文，第10項本文もしくは第12項の規定による準耐火構造の床もしくは壁�

同条第10項ただし書の場合における同項ただし書きのひさし，床，そで壁その他これらに類するもの�

建築基準法施行令第11条第1項の界壁�

同条第2項の間仕切壁�

同条第3項もしくは第4項の隔壁�

建築基準法施行令第112条第1項から第4項まで，同条第5項注），同条第8項注）もしくは同条第13項の規定に

よる準耐火構造の床もしくは壁�

注）同条第6項の規定により床面積の合計200G以内ごとに区画する場合又は同条第7項の規定により床面積

の合計500G以内ごとに区画する場合に限る。�

建築基準法施行令第113条第1項の防火壁�

必要となる加熱時間�

�

20分�
�

�

45分�

�

�

�

60分�

表2 防火区画部部材の種類と加熱時間

1200�
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�

60分時：945℃�

時間（分）�

45分時：902℃�

20分時：781℃�

図5 時間と炉内温度の関係



消防法には，消防用設備等の設置などの関係で

「令8区画（消防法施行令第8条）」及び「共住区画

（消防法施行令第32条）」という区画がある。これ

らの区画を管などが貫通する場合は，建築基準法

の「防火区画」と同様に当該管及び貫通部が定め

られた技術基準を満たしていなくてはいけない。

表3に，消防法における管及び貫通部の技術基準

を示す。

表3中の「耐火性能」を評価する試験を当センタ

ーでは行っている。試験方法は本報の「4.試験方

法」と同様であるが，試験の評価は財団法人日本

消防設備安全センターの評定方法に従い「6.試験

の判定」で示した遮炎性の基準に遮煙性・遮熱性

の基準を加えて行われる。写真6及び写真7に試

験時の状況を示す。

今後，建築基準法の性能規定化，消防法におけ

る「共住区画」の評価方法の告示化への対応など

により本試験への試験依頼が増加することが予測

される。当センターとしてはお客様の要求に応じ

て柔軟な対応をしていく方針であるため，まず担

当者との充分な事前打合せを願いたい。

９．消防法について
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�

用　途
�

�

管の呼び径�

開口径�

開口相互の�

離隔距離�

要求される�

耐火性能�

貫通部の�

埋め戻し�

令8区画�

原則として給・排水管�
�

�

�

�

�

2時間以上の耐火性能�

（遮炎性能、遮熱性能、遮煙性能）�

共住区画�

原則として給・排水管、空調用冷温水管、ガス管 、

冷媒管等(電気配線が含まれたものを含む）�

�

�

�

�

1時間以上の耐火性能�

（遮炎性能、遮熱性能、遮煙性能）�

φ200A以下�

丸形：φ300A以下、矩形：φ300Aの円形に相当する面積以下�

穴の直径の大きいほうの距離（当該直径がφ200Aの場合は200A）以上�

�

�

�

モルタル等の不燃材料で完全に埋め戻し、十分な気密性を有すること�

写真6 試験時の状況（非加熱側） 写真7 試験時の状況（貫通部の拡大）

10．おわりに

表3 消防法における区画貫通部の技術基準

給・排水管

写真7に○部の
拡大を示す

給・排水管裏面温度測定用
熱電対（遮熱性）

煙測定用ホース（遮煙性）



1. 背景

1.1 構造材料としてのコンクリートの耐火性

一般的にコンクリートは，鋼材や木材と比べて

火災に強い建築構造材料と認識されている。その

理由は，石と砂が主材料であるため木材のように

燃えないこと，熱伝導率が低いため鋼材と違い火

災に遭っても部材内部の温度上昇が緩やかなこと

にある。建築基準法においては，鉄筋コンクリー

ト造は耐火構造であると定められている。しかし

コンクリートも，それ自体が高温になってしまえ

ば，弾性係数や強度が低下し，構造材料としての

性能は失われていく。また鋼材とは異なり，一度

火災時に低下した強度や弾性係数は，鎮火し冷や

されても殆ど回復しない。

近年では，構造材料としてのコンクリートにつ

いて，耐火性能の検証・評価の必要性が高まって

いる。たとえば超高強度コンクリートや免震装置

の採用に伴う部材断面の小型化は，内部温度上昇

の抑制効果を減少させるものであり，耐火性に関

して注意する必要がある。また火災時には部材表

層部に「爆裂」と呼ばれる破壊が生じることで，

部材の断面積が小さくなり内部温度上昇および耐

力低下の危険があることは，広く知られている。

一方，耐火性能の検証・評価を可能な限り精緻

に行う手法として，「熱応力変形解析」と呼ばれ

るコンピューターによる計算法が開発されてき

た。熱応力変形解析は，開発当初においては鋼構

造への適用が主であったが，今日においてはコン

クリート系構造への適用が盛んに行われるように

なっている。

1.2 火災時における変形挙動

コンクリートは，火災に伴って温度が上がると，

熱膨張と材質劣化に起因する変形を生じる。その

量は常温時構造設計で規定される限界変形をはる

かに上回るものである。例えば鉄筋コンクリート
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石灰岩骨材を用いた普通コンクリートの
火災高温時における過渡ひずみに関する実験的研究

常世田昌寿＊

本研究の主たる目的は、火災時においてコンクリートに発生する「過渡ひずみ」についての実験データの蓄
積である。粗骨材として石灰岩砕石骨材を用いた、我が国において身近な普通コンクリート（圧縮強度
36.4MPa）について、133体の円筒形供試体により各種高温素材実験を実施した。その結果、熱応力変形解析
の基礎データとして有用な高温時の機械的性質に関する素材データを得るるとともに、過渡ひずみに関する新
たな知見を得ることができた。

＊7建材試験センタ－中央試験所　品質性能部防耐火グループ　博士（工学）

図1 RCラーメン構造の火災時変形模式図



ラーメン構造の場合では，図1のような変形が生

じると考えられている［1］。こうした変形に伴い，

火災中に建物が崩壊したり，火災後使用するため

には補修が必要な損傷が残ったりする。

耐火設計では，許容される損傷を設定してどれ

だけの時間火災に耐えられるか，或いは想定され

る火災に対して損傷をどの程度に抑えられるかと

いった評価を行う必要がある。ここで要求される

耐火時間や許容損傷のレベルは，建築基準法に示

される最低限度のレベルのほか，建物の用途目的

や管理方針といった状況に応じた性能レベルとな

る。火災対策としての初期費用に対する火災発生

による損害といった相反する問題を適切に処理す

るためには，火災時の変形挙動の評価が過不足な

く正確に行われることが望ましい。

そのためには熱応力変形解析を行い，各部の変

形及び応力状態を知る必要がある。熱応力変形解

析の基礎データとして，本研究で行ったような応

力－ひずみ関係に関する高温素材実験は，重要な

示唆を与えるものとなる。

2. 過渡ひずみとは？

2.1 載荷加熱過程と応力－ひずみ関係

圧縮に関する応力－ひずみ関係の高温素材実験

データは，火災時の変形挙動予測を行う上で必要

不可欠である。しかし高温時の応力－ひずみ関係

の実験データは，実験難度が比較的高いこともあ

り，種々のコンクリートについて網羅的に蓄積さ

れるには至っていない。また既往の実験データの

大半は，温度が一定に保たれた状態（以下「定常

温度状態」という）で行われたものである（図2－

①）。これに対し，実火災における建築構造部材

のコンクリートは，温度が上昇・下降する状態

（以下「非定常温度状態」という）で応力が存在し

ている（図2－②）。実火災のような状態＝非定常

温度状態で行われた高温素材実験は，数が限られ

ているが，その結果は定常温度状態とは違ったも

のとなることが知られている。

たとえば図3に示すように，応力を与えた後に

加熱する場合（非定常温度状態下圧縮：A→B→D

or A→B→C→E）と加熱後に応力を与える場合

（定常温度状態下圧縮：A→F→G→H）とでは，

最終的に温度・応力条件が同じでも，発生するひ

ずみの量がまったく異なる。図3の？印で示すよ

うに，非定常温度状態では，圧縮応力に対し，見

掛けの上で，熱膨張ひずみを打ち消すような，大

きな収縮ひずみが発生していると考えられる。こ
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図2 定常温度圧縮実験および実火災における温
度・応力状態

図3 異なる載荷加熱過程による全ひずみ
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れを説明するため定義されたものが，「過渡ひず

み」と呼ばれる，定常温度状態では観察されない

ひずみ成分である。

2.2 過渡ひずみモデル

1970年代から今日に至るまで，非定常温度状態

での収縮傾向を説明するため，応力－ひずみ関係

に関する様々な構成モデルが提案されてきた。中

でも，AnderbergとThelanderssonによる，「過渡

ひずみ（transient strain）」を用いたモデル［2］（本研

究では過渡ひずみモデルと呼ぶ）は，初期の代表

的な構成モデルである。

定常温度状態では，圧縮応力に対する瞬間ひず

み（以下応力ひずみと呼ぶ）および時間経過と共

に生じるクリープひずみが観察される。しかし非

定常温度状態では，同じ圧縮応力に対して応力ひ

ずみとクリープひずみを合わせたものよりさらに

大きな収縮ひずみが生じており，その差分が過渡

ひずみと定義される（図4）。過渡ひずみモデルで

は，非定常温度状態での圧縮応力作用時に観察さ

れる全ひずみは，熱膨張ひずみ・応力ひずみ・ク

リープひずみ・過渡ひずみの4つのひずみ成分の

和で表される（式1）。

ε=εth+εσ+εcr +εtr …（1）

ここで，

ε：全ひずみ（温度・応力・時間に依存）
εth：熱膨張ひずみ（温度に依存）

εσ：応力ひずみ（温度・応力に依存）
εcr：クリープひずみ（温度・応力・時間に依存）

εtr：過渡ひずみ（温度・応力に依存）

AnderbergとThelanderssonは，式1における過

渡ひずみ以外の各ひずみを実験によって求め，下

式に当てはめることにより，過渡ひずみを間接的

に測定した。

εtr =ε-εth-εσ-εcr …（2）

彼らはこのようにして得た過渡ひずみを，単純

な扱い易い式で表現した。過渡ひずみは，応力比

σ/σuoと熱膨張ひずみεthに比例し，比例定数ｋ2

を用いて，下式のように表される。

εtr = -ｋ2 εth …（3）

ここで，

ｋ2：過渡ひずみ係数（ｋ2＞0），

σ : 存在圧縮応力度，

σuo：常温時圧縮強度
火熱を受け温度が上昇すると，骨材（砂・石）

は膨張するが，逆にセメントペーストは化学反応

に伴い収縮する。両者の混成体であるコンクリー

トは，骨材とセメントペーストの温度に応じた体

積変化の違いに起因して，両者の界面を中心とし

た内部組織の損傷が発生すると予想される。式3

における過渡ひずみと熱膨張ひずみの比例関係

は，このような現象解釈に沿ったものといえる。

AnderbergとThelanderssonは，珪岩コンクリー

トについて過渡ひずみの定量化を行い，過渡ひず

み係数ｋ2を2.35と定めた。また彼らは，他者の実

験結果についても検討を行い，2.0や1.8といった

値も示している。

この過渡ひずみ係数ｋ2は，骨材・調合等が異

図4 過渡ひずみモデルにおけるひずみ成分［2］

σ
σuo



なる各種コンクリートごとに異なると考えられ

る。コンクリートの種類は原材料および調合によ

って多種多様であり，様々なコンクリートに関し

て網羅的にデータを蓄積することが必要である。

しかし根拠とされる実験データは，ヨーロッパに

おける数件の研究のみであり，不足している。

3. 研究目的

本研究の目的は，実火災に近い非定常温度状態

に関するデータの充実，特に過渡ひずみに関する

実験データの蓄積であり，既往研究とは種類が異

なるコンクリートの過渡ひずみ係数ｋ2を素材実

験から導き出すことである。

対象は，粗骨材として葛生産石灰岩砕石骨材を

用いた我が国において身近な普通コンクリート

（表1，常温圧縮強度＝36.4MPa）である。

本研究の範囲は，常温～約700℃であり，冷却

過程も含む。応力条件については単一軸方向の圧

縮に限られる。

4. 実験手法

4.1 実験装置

コンクリートの熱伝導率は金属に比べて桁違い

に低く，均一温度状態を得ることは極めて困難で

ある。そこで本研究では，加力治具を経由する熱

伝導方式の電気炉（図5）を用いた加熱方法を考案
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図5 実験装置（電気炉内部）

図6 加熱方法（上：階段状加熱，下：単調加熱）



した。加熱装置の入念な設計を行い，直径75a×

高さ150aの円筒形供試体に対して，充分均一な温

度状態を達成した。

4.2 加熱方法

加熱方法は，均一温度状態を目標とした100℃ご

とに3時間の定常温度保持を行う「階段状加熱」と，

実火災状況への近似を目標とした一定加熱速度に

よる「単調加熱」（1℃/分・3℃/分・6℃/分）を設定

し（図6），これらを実験目的に応じて使い分けた。

5. 実験結果

5.1 定常温度状態での応力－ひずみ関係

常温～700℃の各温度レベルで定常温度圧縮実

験を行い，各温度での応力ひずみ関係・圧縮強

度・圧縮強度時ひずみ・弾性係数を測定した（図

7・図8）。定常温度圧縮実験とは，階段状加熱に

より無拘束状態で所定温度まで加熱し，その後破

壊まで載荷圧縮する実験である。

本研究で使用したコンクリートは，約700℃で

の強度残存率が56％であり，高温時の強度低下が

最も少ない部類に属するコンクリートである［3］。

5.2 定常温度状態でのクリープひずみ

常温～700℃の各温度レベルで定常温度クリー

プ実験を行い，圧縮応力に対するクリープひずみ

を測定した（図9，10）。定常温度クリープ実験と

は，階段状加熱により無拘束状態で所定温度まで

加熱し，その後所定の応力を与えてこれを保持す

る実験である。

クリープひずみは，温度が高いほど大きく，

400℃を超えると急増する。500℃では，載荷開始

後3時間で瞬間ひずみと同量以上のクリープひず

みが発生した。700℃では，応力レベル50％のと

き載荷開始から数分経過後に圧縮破壊に至った。
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図7 高温時の応力ひずみ
曲線

図8 高温時機械
的特性の変
化率

図9 クリープひずみ－時間曲線（応力レベル30%）

図10 クリープひずみと応力ひずみ曲線（500℃）



5.3 非定常温度状態での一定応力に対する全ひ

ずみ

各加熱方法によって0～75％の応力レベルで載

荷加熱実験を行い，約700℃を最高とした加熱冷

却時における全ひずみを測定した（図11，図12）。

載荷加熱実験とは，所定の応力を与えた後，これ

を保持しつつ加熱・冷却を行う実験である。本来

実火災に近い条件である単調加熱で行うべき実験

であるが，本研究では階段状加熱でも行った。

1℃/分～6℃/分の単調加熱時では，加熱速度の

全ひずみに対する影響は殆どなかった（図13）。

しかし階段状加熱時（図12）では，圧縮応力に対

する収縮傾向が単調加熱時（図11）に比べ著しく

大きくなった。

加熱および冷却中における圧縮破壊時温度に

は，かなりのばらつきが見られた。供試体の中に

は，加熱のピークを超えて200℃近くまで冷却さ

れた後に，破壊したものもあった。

6. 過渡ひずみの定量化

載荷加熱実験で測定された全ひずみから既に得

られている応力ひずみ・クリープひずみ・熱膨張

ひずみを差し引くことにより（式2），過渡ひずみ

を定量化した（図14）。

単調加熱時と階段状加熱時とで過渡ひずみの量

は大きく異なった。また単調加熱時の過渡ひずみ
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図11 単調加熱（3℃/分）での全ひずみ 図12 階段状加熱での全ひずみ

図13 単調加熱での全ひずみと温度の関係



は100℃未満では殆どゼロであった。そのため過

渡ひずみ係数ｋ2を加熱方法ごとに区別して算定

した（図15）。階段状加熱の場合はｋ2＝1.75と定

め，単調加熱の場合は100℃未満では生じないと

いう前提のもとｋ2＝1.0と定めた。

以上のように過渡ひずみ係数ｋ2は，加熱方法

により異なる数値で定めた。実火災に近い加熱方

法である単調加熱時の全ひずみから決まるｋ2＝

1.0が，熱応力変形解析に用いるべき数値である。

7. 結論

7.1 研究成果のまとめ

本研究では，独自に考案した加熱方式により各

種の高温素材実験［4］，［5］，［6］を行い，葛生産石灰岩

砕石骨材を用いた普通コンクリートについて過渡

ひずみ係数ｋ2を導出した。一種のコンクリートに

よる定常温度状態と非定常温度状態の両方につい

ての実験データは，前例が少なく，熱応力変形解

析に関連する貴重な情報であるといえる。

Anderbergらと同様の手順により求めた過渡ひず

みの量は，加熱方法によって異なる結果となった。

実際的な加熱条件である単調加熱に限れば，過渡

ひずみはｋ2＝1.0（ただし100℃未満ではεtr＝0）と

して与えられる。

さらには，加熱方法やひずみ成分の解釈といっ

た諸条件を統一して既往の実験データを整理した

結果，ｋ2の範囲は本研究の1.0からおよそ4までの

値となることが判明した。したがって過渡ひずみ

係数ｋ2は，コンクリートの種類によって大きく

変動する値であると予想される。

過渡ひずみモデルが適用される際，Anderberg

らが示したｋ2＝2.35（※注）が過渡ひずみ係数の

通用値となっている。このｋ2の値を過渡ひずみ

が定かでないコンクリートについて適用すること

は，比較的偏りの少ない結果を与えると考えられ

るものの，実際とは大きくかけ離れた数値である

可能性もある。

7.2 今後の課題

①熱応力変形解析に過渡ひずみモデルを適用する

際，過渡ひずみ係数のばらつきと骨材や調合と

の関連性を明らかにしなければ，高い精度は期

待できない。様々なコンクリートについて過渡

ひずみに関するデータを集めることが今後も必
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要である。

②本研究のような高温素材実験に関する諸研究を

比較する際，実験条件や結果整理手法の確認は

不可欠である。今後は統一された実験方法の確

立が望まれる。

③構成モデルの部材レベルでの検証が必要であ

る。各種部材の耐火実験に際し，使用されるコ

ンクリートについての非定常温度状態を含む高

温素材実験を併せて行えば，有意義なデータが

期待できる。

④過渡ひずみモデルの他にも幾つかの構成モデル

が提案されている。本研究の実験結果により各

モデルの長所・短所を確認し，更には新たなモ

デルの提案を検討したい。
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□1975年6月の中国訪問は、非常に感慨深いもので

あった。それまで海外出張といえば欧米だったが、

このはじめての中国訪問では忘れられない多くの新

鮮な経験をした。私はもと中国東北（旧満州）の生

まれだから、本当ははじめてではないが、子供のこ

ろの経験と教職に就いた後の経験とではまったく違

った意味を持つ。中国東北は、日本がその昔中国へ

侵攻し、傀儡政権の旧満州国を擁立して以後、その

政治体制下で私が育った地であった。第2次世界大

戦後では、敗戦国である日本の方が欧米の影響を受

けて、経済的には戦勝国である中国より優位に立つ、

という不思議な情勢の中で、その新生中国から招か

れて訪問することになった。

当時、中国ではまだ文化大革命の最中で、日本か

ら訪れる人は少なかったが、芸術、学術などの文化

を通じての交流は始まっていた。建築学での交流は、

すでに数回中国での公演を行っていた松山バレー団

の松山樹子バレリーナの夫君である清水正夫氏が建

築家で、先方の建築家との間を取り持って下さった

のがきっかけであった。1974年には、日本建築学会

の吉阪隆正会長が団長となって訪中して、中国建築

学会との交流が始まった。日本にも日中建築技術交

流協会が設立された。

当初は交流といっても希望者は誰でも行けるとい

うわけではなかった。いろいろな取り決めの中で、

双方とも旅費は訪問側が負担し、滞在費は受け入れ

側が負担することになっていた。学術交流について

いえば、訪中の日本人学者は中国で講演をして、そ

の講義料の代わりに中国の名所を案内してくださ

る、という図式が一般的になっていた。したがって、

中国側も国の予算の制約から、そんなに多くの日本

人を受け入れることはできなかった。

□そのような条件の中で、1975年には、先方の要求

もあって、建築物理の専門家5名が訪中することに

なった。団長には、京都工芸繊維大学の故石原正雄

教授、秘書長に名古屋工業大学の宮野秋彦教授、団

員として、東北大学の長谷川房雄教授、東京理科大

学の久我新一教授、それに一人だけ昭和生まれの私

が加わり、日本建築物理技術交流訪華団が結成され、

日中建築技術交流協会から派遣されることになっ

た。日本では以前の建築計画原論と建築設備を統合

したものとして建築環境工学があり、建築物理とい

うのは聞きなれなかったが、英語でもBuilding

physicsがあり、ドイツ語でもBauphysikがあるので、

不思議はない。建築物理は建築計画原論に相当する

と考えてよいと思われる。

さて、6月10日、一行は中国民航機で北京へ直行

した。当時は朝鮮半島の上空は飛べなかったので、

上海上空を経由したため、4時間かかった。それで

も欧米への旅に比べると短く、時差も1時間しかな

いので、とても身近な外国であることを実感した。

友好を表現するのに一衣帯水という熟語がよく使わ

れていたが、正にその通りだった。
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着いてみると、われわれは所謂要人の待遇を受け

ることになっていた。中国建築学会の何広乾代理事

長、馬克勤秘書長、奚静達弁公室主任、巌通訳の出

迎えを受け、小休止の後、マイクロバスで、真っ直

ぐな並木道を通り、北京飯店のできたばかりの新館

に到着。梅雨空の日本と違って、空気は乾燥してい

る。石原団長の部屋は広く、ふかふかの段通が敷か

れ、テレビが備えられていた。久我先生と私は同室

であったが、ベッドも浴槽も便器も洋式で、部屋の

鍵はその階の階段の傍の受付の女性に預けることに

なっていた。翌朝、窓の外の下方を見ると、幅の広

い長安大路には大勢の自転車に乗った人たちに混じ

ってバスが警笛を鳴らしながら分け入って走ってい

た。窓を開けるとその騒音が大きく、閉めると非常

に小さくなり、遮音性能のよいのに感心した。

新中国での新建築とはどんなものかに興味があっ

たが、この北京飯店の新館には昔ながらの伝統的な

装飾が柱や梁にも施されていた。これを見て、石原

先生は、「様式は残るね」とつぶやかれた。大きな窓

から一杯に朝日が差し込み、赤と緑に彩られた室内

は輝いて見えた。このあと、石原団長と宮野書記長

は打合せでホテルに残り、あとの3人は天壇の参観

に出掛けた。昔から写真で見ていたこの円形の美し

い塔が真っ青な空へ向かって天に届けとばかり聳え

ている。今自分自身がここに立っている、という実

感がこみあげてくる。

当時の人たちの服装は人民服と呼ばれ、同じ形の

紺または灰色の上着とズボンで統一さ

れた質素なものであった。この服装が

要人から一般人まで全く同じで、人間

皆平等というプロレタリア革命を象徴

するものと思われた。でもそれが大勢

となると流石に殺風景な雰囲気となる。

最初の講学でも北京飯店の大広間に着

席した同じ服を着た200人ぐらいの参加

者を前にしたとき、異様な感じがした。

緊張の中で講学が始まった。出席者は一言も聞き

逃すまいと真剣にノートを取っている。当時は先方

に複写機がなく、配布資料を100部に文献と著書を

数部携えて行った。第1回の講学では、長谷川先生

が建築伝熱について、私が暖冷房熱負荷について、

宮野先生が断熱防湿工法について、久我先生が騒音

防止について、石原先生が換気と空気汚染について

講演した。黒板はあったが、古くて白墨で書いても

遠くからははっきり見えなかった。白い模造紙をそ

の上に張ってそこにマジックインキで書こうとした

が、マジックインキがない。そこで係りの人が持っ

てきたのは墨汁を入れた湯呑茶碗と筆だった。これ

は面白いということになり、横文字の数式などもこ

の筆で書いたし、何しろこの紙は取って置けるので、

先方としても貴重な資料となった。

講学のあと、出席者だけが集まって復習会を持ち、

夜になって質問が届けられた。ちょうどわれわれ5

人は夕食後団長先生の部屋で茅台酒を飲みながらく

つろいでいるときだった。そのあとでわれわれは質

問に対する回答を準備しなければならず、就寝もか

なり遅くなった。翌日の午前はその質疑応答にあて

られ、午後に第2回目の講学が行われた。参加者は

皆非常に熱心で、その直向な態度にはこちらが感動

してしまった。こうして2回の講学と質疑のあと、

さらに総合討論として、日本側の5名に対してそれ

ぞれ少人数のグループができて、ざっくばらんな懇

談が行われた。私のグループには通訳がおらず、筆
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天壇にて、久我先生、案内の方と。 万里長城のスケッチ



談と昔一寸覚えた片言の中国語で済ませた。こうし

て和気あいあいのうちに学術交流が終了した。

講学のほかの行事としては、諸施設の訪問や名所

旧跡の参観がぎっしりと予定に組み込まれていた。

人民大会堂では各省の会議室があり、台湾省の会議

室にも案内されたのが印象的であった。市内に広く

張り巡らされていた地下壕は、当時ソ連との関係が

よくなかった頃で、緊急避難や食糧貯蔵のためだと

聞いたが、ある商店の奥に入り口があって驚いた。

首都体育館の見学では、高い天井からの噴出し気流

の風速が床面附近で0.2m/s になるように設計され

たとのこと。これは当時有名になったピンポン外交

の立役者の選手たちがここで練習していたらしい。

精華大学の建築物理系教室を表敬訪問した際には女

性の主任郭教授の案内を受け、北京飯店新館の建設

にあたっては設計ばかりでなく煉瓦積みなどの施工

も担当したという話を聞いた。理論と実践とを両方

とも行うのが毛沢東の勧めであるという。その毛沢

東は翌1976年にこの世を去った。

故宮では流石に立派な大量の保存遺物に痛く感銘

を受け、頤和園では休日でもないのに多くの人たち

が休みを楽しんでいる光景に接したが、彼らは日曜

日に働く人達だということを聞いて納得した。万里

長城でも同様であった。明時代の皇帝の墳墓は十三

稜あり、そのうちの長稜と定稜とを参観。定稜の地

下宮殿は広く、一番奥の棺のある部屋の鍵は内側か

ら自来石という大きな石が立てかけられていて、そ

れを作った人は中にいたままにされたという。

6月17日には北京を離れて空路上海へ。ここでも

上海市建築学会の方々の出迎えを受けた。建設系の

大学として有名な同済大学を訪問したときに印象的

であったのは、実験室兼工場のようなところで、学

生が教育の一環として細部の部品から制御機器まで

含め、全部自分達だけで製作し組み立てた、という

パッケージ空調機であった。ここでも理論と実践と

の結合を目の当たりにした。自作の熱伝導率の測定

装置も見せてもらったが、あらゆる部品は必要最小

限のものを自作して組み立てるので、余分なものは

なく、目的に丁度合ったものができている。この態

度には感心した。

彭浦新村というニュータウンのアパートを見学し

た。狭いがきちんと整頓されていた。台所は一部隣

家と共用であったが、託児所は完備されていて、そ

こを訪れたとき、子供たちから熱烈歓迎を受けた。

宿舎は錦江飯店で、元フランスの租界にあった高級

ホテルをそのまま使用していた。朝窓から外を見る

と、大勢の男女が太極拳をしていた。

参観で最も圧巻であったのは、帰国前日に日帰り

で訪れた蘇州であった。留園、寒山寺、虎丘、網師

園、拙政園などの庭園も素晴らしかったが、刺繍研

究所の訪問では、小柄で美人の杜征所長が詳しく案

内してくださり、伝統工芸の継承と新作の創造に意

欲を燃やしている光景に接して感動した。特に両面

とも絵になる両面刺繍の技術は初めて見た。

6月20日に無事帰国したが、この間非常に多くの

得がたい経験をさせていただいた。お世話頂いた日

中双方の多くの方々に深く感謝の意を表したい。こ

の稿は特に印象に強く残った部分だけを写真とスケ

ッチを基にまとめてみたが、有難いことに秘書長の

宮野先生から訪問2年後に著された紀行文集を頂い

ていたので、それを読み直して正確な事実を確認し、

楽しい記憶を蘇らせることができた。
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人民大会堂の前で。右から、宮野先生、通訳の巌さん、
石原先生、奚女史、馬氏、筆者、長谷川先生（久我先生が
シャッターを切られた）
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第二回「日中建材及び

住宅設備関連産業交流セミナー」報告

「日中建材及び住宅設備関連産業交流セミナー」は，経済産業省 製造産業局と中国国家発展・改革委員
会産業政策司の支援のもとに，「建築材料産業分野での経済，技術交流と協力」を目的とした活動を日本建
材・住宅設備産業協会と中国建築材料工業協会の共同実行委員会が実施しています。
昨年4月には中国・北京市において第一回のセミナーが開催され，今回，第二回目が東京で開催されま

したので，その概要を報告します。

日　　時　　平成18年4月6日e

開催場所　　明治記念館（港区元赤坂）

参 加 者　　中国側71名，日本側95名

（建築材料・住宅設備関連の産業界を中心に，
政府関係者，協力機関など）

〈午前の部〉

日中双方の代表者の挨拶（セミナ－実行委員会

木村道夫委員長，中国建築材料工業協会　姚燕副

会長）に引き続き，それぞれの国の状況，政策に

ついて概括的な講演が行われた。

「今後の経済社会と住宅産業」

経済産業省製造産業局　塚本　修　次長

同　住宅窯業建材課　荒木由希子課長

日本の経済社会を取り巻く構造的変化を踏まえ

た「新経済成長戦略」と「新・国家エネルギー戦

略」が紹介された。この戦略に基づく住宅産業・

窯業建材関連政策の方向性としては，省エネルギ

ー・環境・健康等の高付加価値住宅の開発・普及

と健全で良質な中古住宅市場・リフォーム産業の

創出，ものづくりとしての競争力のある窯業・建

材産業のグローバル化の促進にあるとしている。

「今後5年間の中国における建築材料産業発展

の将来性」

中国建築材料工業協会　張人為会長

過去5年間，建材産業への投資は年平均47％の

割合で増大した。省エネルギー，環境保護に重点

を置いており，生産量の増大に対してエネルギー

消費量が38％減少したが，全体的にはエネルギ

ー・資源への依存が大きく，環境汚染も放置され

ている。日本の建材業界が持っている資源循環に

関する経験と技術成果を学ぶことにより，中国建

材産業の持続可能な発展を推進することが出来る

と信じている。

今後，GDP伸び率は年7％以上となり，2020年

のGDPは2000年の3倍となる。経済の発展，生活

居住レベルの改善により品質意識が高まり，製品

の品質が企業の命であるとの理念が人々の心に深

く根を下ろす。

技術革新が産業を発展させる基礎であり，この

ために標準化を重視している。省エネルギｰ，環

境保護等と建築業に関連する国際標準と海外の先

進的な標準化システムを大幅に採用する。



「中国における経済の発展及び政策の取り組み」

国家発展与改革委員会産業政策司侯世国副司長

中国の産業構造調整の目標と原則について次の

ように述べている。市場の調整機能と政府の指導

のもとに，産業の技術レベルを向上させるには経

済効率がよく，資源消費量が小さく，環境汚染が

少ないようにする。そして，基礎産業と製造業を

柱に，ハイテク産業を先導役とし，サｰビス産業

が成長する産業構造を形成して，節約，安全，清

潔を原則として持続可能な成長を実現する。

省エネルギー建築の普及を推進するために，強

制力のある「国家建築省エネルギー設計標準」を

策定し実施している。

「建築の省エネ及び省エネ・土地節約型住宅

並びに公共建築に関する法律法規と規格規範

の紹介」

建設部標準定額司　王果英課長補佐

中国では工業化，都市化，市場経済化とグロー

バル化が急速に進展している。一方，経済の成長

に伴い，資源消費の増加と環境汚染の悪化ももた

らした｡中国政府はこれまで資源の節約，生態環境

の保護と環境汚染の減少などを重視しており，持

続可能な発展の戦略を制定した。都市計画，基礎

施設の建設，建築省エネルギ－などについて一連

の措置を取っている｡ 最近では，節約型社会の建

設を促進する戦略目標が掲げられ，公共建築の省

エネルギｰと省エネルギー・土地節約型住宅とを発

展させることが当面の重要な施策の一つとして定

められた｡

〈午後の部〉

午後からは次の3つの分科会に分かれ，日中双

方の発表に対して活発な意見交換が行われた。

・製品分科会

日本からはアジアパシフィックパートナーシ

ップ，セメント二次製品の技術動向，GRGの用

途事例の3題。

中国からは廃棄物資源の総合利用，中空（ペア）

ガラス，ドア・窓の省エネ性能の2題。

・環境・省エネ分科会

日本から環境（3R），VOC，省エネの取組みの

3題。中国からは中国省エネ政策と鋼構造住宅

省エネの発展現状。

・基準・規格分科会

日本からはJISマーク表示制度，住宅性能表示

制度の2題。

中国からは室内汚染，グリーン建材の評価・

認証の2題。

セミナー終了後，議事録の調印式が行われた。

この議事録には「今回のセミナーは日中両国の建

材関連産業の交流と協力において満足のできる成

果が得られ，引き続き，両国建材企業間の更なる

交流を図り，両国政府と産業界も共に努力する」

ことが表明された。 （文責：企画課　町田）
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写真1 中国建築材料工業協会会長張人為氏の講演 写真2 議事録の調印式
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□はじめに

材料の平衡含水率は，透湿抵抗（湿気伝導率）

とともに非常に重要な湿気物性値の一つである。

金属以外の建築材料は，ほとんどが多孔質材料で

あり内部に湿気を含んでいる。この湿気は，熱伝

導率や比熱といった材料の様々な物性値に影響を

与えることから，材料の含水率を知ることは重要

となる。

材料の平衡含水率とは，ある相対湿度の雰囲気

中における平衡状態での含水率であり，材料中に

含むことが出来る湿気の最大量ともいえる。この

平衡含水率を知ることで，結露や室内環境のシミ

ュレーションなどが可能となる。これまで，平衡

含水率の測定方法には規格がなく，このため，各

研究機関や研究者は独自に測定を行うか，これま

での文献値を引用する形で平衡含水率を利用して

いた。

中央試験所では平衡含水率の測定をかなり昔か

ら行っており，主流は塩飽和水溶液を用いた測定

方法が主であった。2004年にISO12571を取り込

む形でJIS A 1475（建築材料の平衡含水率測定方

法）が制定された。この規格はほぼISOどおりで

あるが，日本の事情に併せて若干の修正や追加を

行ったものである。中央試験所環境グループでは，

JIS A 1475に従った平衡含水率の測定を行ってお

り，この内容について紹介する。

□測定の概要

平衡含水率は，ある相対湿度の雰囲気中に試験

片を入れておき，試験片の重量が平衡に達したと

きの含水量から計算する。雰囲気相対湿度を変え

て，それぞれの相対湿度での平衡含水率を測定す

ると，一般的にS字型の曲線となる。これを「平

衡含水率曲線」と呼ぶ。平衡含水率はよく知られ

ているように，同じ相対湿度の雰囲気中でも，吸

湿する場合と放湿する場合とでは異なる。この現

象は「ヒステリシス」と呼ばれる。このため，乾

燥状態から吸湿によって測定した平衡含水率から

描いた曲線を「吸湿過程平衡含水率曲線」と呼び，

湿潤状態から放湿によって測定した平衡含水率で

描いた曲線を「放湿過程平衡含水率曲線」と呼ぶ。

測定は，吸湿過程，放湿過程ともに行う場合は

少なく，吸湿過程のみを行う場合が多い。これは，

測定に時間がかかるためと試験片を湿潤状態（相

対湿度100％の状態で平衡となった状態）を実現

することが困難なためである。吸湿過程では，あ

らかじめ試験片を乾燥機等で乾燥させてから行う

ため，放湿過程に比べて容易に測定出来る。

JIS A 1475では，試験片を入れる雰囲気を作り

出す方法によって2つの方法を規定している。一

つがデシケータ法であり，もう一つがチャンバー

法である。

（1）デシケータ法

塩飽和水溶液と共存する密閉空間は，温度が一

定であれば相対湿度が一定となる。そのときの相

対湿度は，塩の種類によって決まる。JISでは28

種類の塩飽和水溶液の相対湿度を温度ごとに示し

てあり，23℃で4～98％の相対湿度を得ることが

出来る塩類を示してある。デシケータ法はこの塩

飽和水溶液を入れたデシケータや広口ガラス瓶な

どの密閉容器を温度一定の恒温室あるいは恒温槽

業務案内

建築材料の
平衡含水率試験
－JIS A 1475－

中央試験所



に設置し，容器内に置いた試験片の重量を定期的

に測定する方法である。この方法の利点としては，

種類の異なる塩飽和水溶液を用意することで，相

対湿度が異なる雰囲気での平衡含水率を同時に測

定することが出来ることである。また，雰囲気温

度が一定であれば良いため，さほど大がかりな装

置を必要としない。欠点としては，重量測定を自

動で行うことが出来ないため測定に手間が掛かる

こと，重量の時間変化を連続して取ることが出来

ないことがあげられる。JIS規格から引用した測

定装置を図1～図3に示す。中央試験所で行って

いるのは，ほとんどがデシケータ法であり，中で

も図2，図3に示す広口ガラス瓶による方法また

はプラスチック製簡易型デシケータを用いた測定

が主である。広口ガラス瓶の写真を写真1に，プ

ラスチック製簡易型デシケータの写真を写真2に

示す。
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図2 広口ガラス瓶による場合
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図1 ISO12571のデシケータによる場合
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図3 プラスチック製簡易デシケータによる場合

写真2 プラスチック製簡易デシケータ

写真1 広口ガラス瓶



（2）チャンバー法

チャンバー法は，温湿度を一定に制御できる機

械式のチャンバーに試験片を入れ，その重量変化

を測定するもので，重量変化を連続して測定する

方法が一般的である。また，機械式のチャンバー

の場合，相対湿度を自動的に変えることも可能で

あり，このため，測定開始から終了まで全て自動

で測定が可能である。しかし，1つのチャンバー

で相対湿度条件は1つしか設定できないため，平

衡含水率曲線を描くために複数点の測定を行うに

はかなりの時間を要する。中央試験所では，相対

湿度発生装置を所有しているが，試験に長時間

（半年程度）を要するためあまり利用していない。

中央試験所で保有する相対湿度発生装置を図4に

示す。

□測定例

中央試験所でこれまでに測定した材料では，木

質系材料が多い。前述したように，非定常での結

露のシミュレーションを行う場合，平衡含水率は

必須であり，このため結露が問題となりやすい木

造住宅に用いられる木質系材料の平衡含水率測定

の依頼が多い。

図5に測定例を示す。試験片は集成材である。

□おわりに

結露という古くて新しい問題や，最近では調湿

建材と呼ばれる吸放湿性を有する材料が使われた

り，居住空間や建物における湿気に関する検討は

現在も精力的に行われている。シミュレーション

という手法はこれらの研究の上で非常に有用であ

るが，これらの計算を行う上で平衡含水率は非常

に重要な物性値の一つである。中央試験所環境グ

ループでも，今後これらのニーズに応えて行きた

いと考えている。

環境グループでは，平衡含水率だけでなく，他

の湿気物性や熱物性の測定を行っている。是非お

問い合わせ下さい。

お問い合せ先：中央試験所環境グループ

TEL：048－935－1994

FAX：048－931－9137

mail：kankyo@jtccm.or.jp
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4月7日，中国建筑材料工　会（中国建築材料工

業協会）とその関連会社による試験設備見学会が当

センター中央試験所において開催されました。中

国からは17名が参加され，代表の姚燕氏と中央試験所長による挨拶の後，

ホルムアルデヒド測定装置，アスベスト分析装置や防火，音響試験設備

などを見学されました。特にホルムアルデヒド測定装置やアスベスト分

析装置に関心が高く，見学終了後の意見交換会でも多くの質問を受ける

など，盛況のうちに終了しました。

なお，この見学会は，前日に明治記念館（東京）で開催された「日中建

材・住宅設備関連産業交流セミナー」の一環として企画されたものです。

同セミナーでは中国より約70名の関係者が来日し，環境・省エネや基

準・規格等に関する発表が多数行われ，活発な議論が行われました。

（本誌38頁で紹介）

試験設備見学会を開催
中央試験所

ニュース・お知らせ

大型壁炉の見学

□組織変更のお知らせ□

平成18年4月1日付で下記の組織変更を行いました。

・中央試験所に品質保証部を新設

・中央試験所品質保証部に校正室を新設

□人事異動のお知らせ□

平成18年4月1日付で下記幹部職員の人事異動を行いました。

啓　中央試験所品質保証部長

杉田　朗　中央試験所品質保証部品質管理室長

鵜沢久雄　中央試験所品質保証部校正室長

橋本敏男　中央試験所品質性能部試験管理課長

川上　修　中央試験所品質性能部構造グループ統括リーダー

西本俊郎　中央試験所品質性能部防耐火グループ統括リーダー

在原将之　中央試験所工事材料部草加試験室長

本田裕爾　中央試験所工事材料部横浜試験室長
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ISO 9001・ISO 14001登録事業者

ISO審査本部では，下記企業（9件）の品質マネジメントシステムをISO9001（JIS Q 9001）に基づく審査

の結果，適合と認め平成18年3月10日付で登録しました。これで，累計登録件数は1924件になりました。

登録事業者（平成18年3月10日付）

登録番号� 登録日� 適用規格� 有効期限� 登録事業者� 住　所� 登録範囲�

ISO 9001（JIS Q 9001）�

RQ1916�
�
RQ1917�
�
�
�
�
�
RQ1918�
�
�
�
RQ1919�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
RQ1920�
�
RQ1921�
�
�
�
�
RQ1922�
�
RQ1923�
�
�
�
�
�
�
RQ1924

2006/03/10�
�
2006/03/10�
�
�
�
�
�
2006/03/10�
�
�
�
2006/03/10�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
2006/03/10�
�
2006/03/10�
�
�
�
�
2006/03/10�
�
2006/03/10�
�
�
�
�
�
�
2006/03/10

2009/03/09�
�
2009/03/09�
�
�
�
�
�
2009/03/09�
�
�
�
2009/03/09�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
2009/03/09�
�
2009/03/09�
�
�
�
�
2009/03/09�
�
2009/03/09�
�
�
�
�
�
�
2009/03/09

株式会社 サガワ 東金
工場�
豊和設備 株式会社�
�
�
�
�
�
東洋ファイバーグラス
株式会社�
�
�
太平洋プレコン工業 
株式会社�
�
�
�
�
�
�
�
�
株式会社 福原商店　
南あわじ工房�
長谷川体育施設 株式
会社 北信越支店�
�
�
�
小c工業 株式会社�
�
ジャパンコミュニティ 株
式会社�
�
�
�
�
�
株式会社 高橋林業土
木�

千葉県東金市下武射田�
2200�
岐阜県大垣市長松町909－
2�
�
�
�
�
北海道砂川市豊沼町1�
＜関連事業所＞�
営業部�
�
東京都渋谷区千駄ケ谷5－
27－9 新宿パークビル4階�
＜関連事業所＞�
本社、東京支店、福生工場、
多摩支店、日の出工場、湘
南真空事業所、愛知工場、
開発研究室、名古屋支店、
名古屋真空事業所、大阪支
店、尼崎工場、尼崎真空事
業所�
兵庫県南あわじ市松帆檪田
206－12�
新潟県新潟市寺尾台1－5
－15�
＜関連事業所＞�
新潟営業所、北陸営業所、
長野営業所�
埼玉県飯能市岩沢1122－2�
�
東京都品川区上大崎3－3
－1�
�
＜関連事業所＞�
本社（総務部、経理部、管理
部を含む）、池袋支店�
�
青森県五所川原市十三通
行道108－1

耐火金庫、防盗金庫、鉄庫の設計
及び製造�
上水道配水管の布設（“7.3　設計
・開発”を除く）�
給排水衛生設備の施工（“7.3　設
計・開発”を除く）�
空調設備の施工（“7.3　設計・開
発”を除く）�
ガラス繊維製品（断熱材・保温材）
の製造（“7.3　設計・開発”、“7.5.2
製造及びサービス提供に関するプ
ロセスの妥当性確認”を除く）�
プレキャストコンクリートの設計・開発
及び製造並びに施工（“7.5.2　製
造及びサービス提供に関するプロ
セスの妥当性確認”を除く）�
真空コンクリート工法による道路舗
装等のコンクリート表面の仕上げ施
工（“7.3　設計・開発”、“7.5.2　
製造及びサービス提供に関するプ
ロセスの妥当性確認”を除く）�
�
いぶし瓦の設計・開発及び製造�
�
体育施設等の土木構造物の設計
及び施工�
�
�
�
レディーミクストコンクリートの設計及
び製造�
マンション管理組合との管理委託
契約に基づく会計サービス（出納業
務、督促業務、会計報告業務）（“
7.3　設計・開発”、“7.5.2　製造及
びサービス提供に関するプロセスの
妥当性確認”、“7.6　監視機器及
び測定機器の管理”を除く）�
土木構造物の施工（“7.3　設計・
開発”を除く）�

ISO 9001:2000�
（JIS Q 9001:2000）�
ISO 9001:2000�
（JIS Q 9001:2000）�
�
�
�
�
ISO 9001:2000�
（JIS Q 9001:2000）�
�
�
ISO 9001:2000�
（JIS Q 9001:2000）�
�
�
�
�
�
�
�
�
ISO 9001:2000�
（JIS Q 9001:2000）�
ISO 9001:2000�
（JIS Q 9001:2000）�
�
�
�
ISO 9001:2000�
（JIS Q 9001:2000）�
ISO 9001:2000�
（JIS Q 9001:2000）�
�
�
�
�
�
ISO 9001:2000�
（JIS Q 9001:2000）�
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RE0465�
�
�
�
�
�
�
RE0466�
�
�
�
�
�
�
RE0467�
�
�
�
�
�
�
�
�
RE0468�
�
�
RE0469�
�
�
�
�
RE0470�
�
�
�
RE0471�
�
�
�
�
RE0472�
�
�
RE0473

2006/03/25�
�
�
�
�
�
�
2006/03/25�
�
�
�
�
�
�
2006/03/25�
�
�
�
�
�
�
�
�
2006/03/25�
�
�
2006/03/25�
�
�
�
�
2006/03/25�
�
�
�
2006/03/25�
�
�
�
�
2006/03/25�
�
�
2006/03/25�
�

ISO 
14001:2004／
JIS Q 
14001:2004�
�
�
�
ISO 
14001:2004／
JIS Q 
14001:2004�
�
�
�
ISO 
14001:2004／
JIS Q 
14001:2004�
�
�
�
�
�
ISO 
14001:2004／
JIS Q �
ISO 
14001:2004／
JIS Q 
14001:2004�
�
ISO 
14001:2004／
JIS Q 
14001:2004�
ISO 
14001:2004／
JIS Q 
14001:2004�
�
ISO 
14001:2004／
JIS Q �
ISO 
14001:2004／
JIS Q 
14001:2004

2009/03/24�
�
�
�
�
�
�
2009/03/24�
�
�
�
�
�
�
2009/03/24�
�
�
�
�
�
�
�
�
2009/03/24�
�
�
2009/03/24�
�
�
�
�
2009/03/24�
�
�
�
2009/03/24�
�
�
�
�
2009/03/24�
�
�
2009/03/24�
�

株式会社岡興産　
太平洋セメント事業
所�
�
�
�
�
小名浜合板株式会
社　本社及び関連
事業所�
�
�
�
�
西日本板硝子センタ
ー株式会社�
�
�
�
�
�
�
�
株式会社堀木工所�
�
�
西邦工業株式会社
本社�
�
�
�
株式会社東北建設�
�
�
�
株式会社ＮＩＰＰＯコ
ーポレーション　エネ
ルギー営業部及び
エネルギー事業部�
�
株式会社クリーン商
事�
�
ニホンフラッシュ株式
会社　本社・本社工
場�

三重県いなべ市藤原町東禅寺1361
－1�
�
＜関連事業所＞�
岡興産運輸株式会社�
�
�
福島県いわき市泉町下川字田宿1
－1�
�
＜関連事業所＞�
パーティクルボード工場、加工工場、
東京営業所�
�
福岡県北九州市八幡西区御開二
丁目5－40�
�
�
�
�
�
�
�
大阪府貝塚市二色南町5－3�
�
�
東京都練馬区錦2－23－5�
�
�
�
�
北海道苫前郡苫前町古丹別168－
2�
�
�
東京都千代田区丸の内3－4－2�
�
＜関連事業所＞�
志布志エネルギー工事事務所�
�
愛媛県松山市古川西三丁目6－16�
�
�
徳島県小松島市横須町5－26

株式会社岡興産　太平洋セメント事業
所における「セメントの製造に係る焼成・
原料の作業及び管理」、「産業廃棄物
の処理」、「太平洋セメント株式会社藤
原工場構内での土木工事作業、清掃作
業及びセメント原料・産業廃棄物等の収
集運搬」に係る全ての活動�
小名浜合板株式会社　本社及び関連
事業所における「パーティクルボード及び
その加工製品（化粧貼パーティクルボード)
の設計並びに製造」、「建築用置き床式
下地構成材、収納家具、階段製品、部
材加工製品、枠加工製品の製造」に係
る全ての活動�
西日本板硝子センター株式会社敷地内
における「建築用の複層ガラス、強化ガラ
スの製造」、「板ガラスの切断・加工」、「自
動車ガラスのアセンブリ」、「硝子サッシの
組立作業」、「社内工場設備の保守保
全業務」に係る全ての活動（但し、日本
板硝子株式会社輸送機材（北九州）、タ
カラ化成工業株式会社、日硝興産株式
会社北九州出張所は構内利用者とする）�
株式会社堀木工所における「壁埋込型
前面グリル・各種木製品の製造」、「肥料・
飼料の販売」に係る全ての活動�
西邦工業株式会社　本社における「換
気口・ダンパー・吹出口の製造」に係る
全ての活動（但し、大阪営業所、名古屋
営業所、足利倉庫、田柄倉庫における
活動は除く）�
株式会社東北建設及びその管理下に
ある作業所群における「土木構造物の
施工及び道路の維持管理業務」に係る
全ての活動�
株式会社NIPPOコーポレーション　エネ
ルギー営業部及びエネルギー事業部並
びにその管理下にある作業所群におけ
る「石油エネルギー関連施設の設計及
び施工」に係る全ての活動�
株式会社クリーン商事における「ビルメン
テナンス業務」、「新築建物の引渡し前
清掃工事」に係る全ての活動�
ニホンフラッシュ株式会社における「内
装ドアユニット、収納ユニット、化粧造作材、
クローゼットドアユニット、収納ボックス、家
具の製造」に係る全ての活動�

登録番号�登録日� 適用規格� 有効期限� 登録事業者� 住　所� 登録範囲�

ISO 14001（JIS Q 14001）�

ISO審査本部では，下記企業（9件）の環境マネジメントシステムをISO14001（JIS Q 14001）に基づく審

査の結果，適合と認め平成18年3月25日付けで登録しました。これで累計登録件数は473件になりました。

登録事業者（平成18年3月25日付）
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性能評価本部では、建築基準法に基づく構造方法等の性能評価において、平成17年3月1日から3月31日

までに46件の性能評価書を発行し、累計発行件数は2530件となりました。

なお、これまで性能評価を終了した案件のうち、平成17年3月末までに掲載のお申込みをいただいた案

件は次の通りです。（http://www.jtccm.or.jp/seino/anken/seinou_kensaku/seinou_kensaku.htm）

�
�
�
－�
�

SWシステム構法�
�
�
－�
�
�
�
�
�
�
�
�
－�
�
�
�
�
�
－�
�
�
�
－�
�

ヒシタイカ�
�
－�
�
�
�
�

グランドクロス�
�

プリンテリア�
�
�

ニュータイカライト合
成（ＡＬＣ)　ＧＬ�
ＮＳ通気層工法�

�
�
�
�

�
�
�
有限会社三協木材�
�
株式会社シルバーウ
ッド�
�
社団法人日本シヤッ
ター・ドア協会/社団
法人日本サッシ協会�
�
�
�
�
�
�
社団法人カーテンウ
ォール・防火開口部
協会�
�
�
�
社団法人カーテンウ
ォール・防火開口部
協会/三和シヤッター
工業株式会社�
越井木材工業株式
会社�
三菱マテリアル建材
株式会社�
株式会社高浜生コン
　新木場工場�
�
�
�
東武化学工業株式
会社�
リンテック株式会社�
�
�
日本インシュレーション
株式会社�
日本化成株式会社�
�
�
�
�

�
�
�
05EL157�
�
05EL165�
�
�
05EL337�
�
�
�
�
�
�
�
�
05EL338�
�
�
�
�
�
05EL339�
�
�
�
05EL361�
�
05EL385�
�
05EL393�
�
�
�
�
05EL394�
�
05EL398�
�
�
05EL410�
�
05EL411�
�
�
�
�

�
�
�
2006.3.20�
�
2006.3.28�
�
�
2006.3.1�
�
�
�
�
�
�
�
�
2006.3.1�
�
�
�
�
�
2006.3.1�
�
�
�
2006.2.23�
�
2006.3.1�
�
2006.3.10�
�
�
�
�
2006.3.7�
�
2006.3.17�
�
�
2006.2.23�
�
2006.3.23�
�
�
�
�

�
�
�
令第1条第五号�
�
法第2条第七号(
令107条)�
�
令第112条第14項
第二号�
�
�
�
�
�
�
�
令第112条第14項
第二号�
�
�
�
�
令第112条第14項
第二号�
�
�
令第1条第五号�
�
法第2条第九号(
令108条の2)�
法第37条第二号�
�
�
�
�
令第1条第五号�
�
法第2条第九号(
令108条の2)�
�
法第2条第七号(
令107条)�
令第115条の2の2
第1項第一号�
�
�
�

�
�
�
準不燃材料�
�
耐火構造 耐力壁
60分�
�
遮煙性能を有す
る防火設備�
�
�
�
�
�
�
�
遮煙性能を有す
る防火設備�
�
�
�
�
遮煙性能を有す
る防火設備�
�
�
準不燃材料�
�
不燃材料�
�
指定建築材料�
�
�
�
�
準不燃材料�
�
不燃材料�
�
�
耐火構造 梁　
120分�
耐火建築物とす
ることを要しない
特殊建築物の主
要構造部�
耐力壁60分�

�
�
�
無機りん酸・窒素系薬剤処理／ひのき板の性
能評価�
軽量気泡コンクリートパネル・押出法ポリスチレン
フォーム保温板表張／強化せっこうボード重裏
張／薄板軽量形鋼造外壁の性能評価�
（その１）�
鋼製シャッター・鋼製開き戸／複合防火設備（準
耐火構造壁・床付き）の性能評価�
（その２）�
鋼製開き戸・木質系開き戸・鋼製シャッター・鋼
製折りたたみ戸／複合防火設備（準耐火構造壁・
床付き）の性能評価�
耐熱板ガラス入鋼製開き戸（準耐火構造壁・床
付き）の性能評価�
耐熱板ガラス入木質系開き戸（準耐火構造壁・
床付き）の性能評価�
耐熱板ガラス入鋼製開き戸・耐熱板ガラス入木
質系開き戸・耐熱板ガラス入鋼製引き自動ドア
／複合防火設備（準耐火構造壁・床付き）の性
能評価�
網入板ガラス入鋼製開き戸（準耐火構造壁・床
付き）の性能評価�
�
�
りん酸・ほう酸系薬剤処理／すぎ板の性能評
価�
パルプ混入／けい酸カルシウム板の性能評価�
�
普通ポルトランドセメントを主な材料とした設計
基準強度３９N/e～６０N/e及び中庸熱ポル
トランドセメントを主な材料とした設計基準強度
３９N/e～６０N/eのコンクリートの品質性能
評価�
塩化ビニル樹脂系壁紙張／基材（準不燃材料）
の性能評価�
アクリルウレタン樹脂・エチレン－酢酸ビニル共
重合樹脂系壁紙張／基材（不燃材料）の性能
評価�
ＡＬＣパネル/繊維混入けい酸カルシウム板合
成被覆/鉄骨はりの性能評価�
グラスウール充てん／軽量セメントモルタル塗
／せっこうボード重裏張／木製軸組造外壁の
性能評価�
�
�

受付番号�完了日� 性能評価の区分�性能評価の項目� 件　名� 商品名� 申請者名�

建築基準法に基づく性能評価完了案件
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�
�
�

ＮＳ通気層工法�
�
�

フネンパイプ�
�
�
�
�
－�
�

PVC FILM LAMINATED 
STEEL SHEET�
�
OLEFIN FILM 
LAMINATED STEEL 
SHEE�
デコスドライ工法�
窯業真壁�

�
デコスドライ工法�
金属外装材－大壁  
89�

�

－
�
�
�

マキベエ　Ｃ1、ボル
カノファイバー　Ｖガ
ード�

�
－�
�

アイアンベール�
�
�

サンコーステップ６８�

�
�
�
日本化成株式会社�
�
�
フネンアクロス株式会
社�
�
�
フラマシステム株式
会社�
�
株式会社小泉�
�
�
株式会社小泉�
�
�
株式会社デコス/株
式会社安成工務店�
�
株式会社デコス/株
式会社安成工務店�
�
有限会社スンフォン/
シプコー工業株式会
社/ジャパン建材株
式会社�
ニチアス株式会社　
建材事業本部/日東
紡績株式会社�
日本運搬機械株式
会社/株式会社エー
ステック�
YKK　AP株式会社�
�
�
三晃金属工業株式
会社�

�
�
�
05EL412�
�
�
05EL424�
�
�
�
05EL442�
�
�
05EL448�
�
�
05EL449�
�
�
05EL456�
�
�
05EL468�
�
�
05EL472�
�
�
�
05EL498�
�
�
05EL512�
�
�
05EL531�
�
�
05EL532

�
�
�
2006.3.23�
�
�
2006.3.20�
�
�
�
2006.3.17�
�
�
2006.3.13�
�
�
2006.3.13�
�
�
2006.3.24�
�
�
2006.3.24�
�
�
2006.3.7�
�
�
�
2006.3.20�
�
�
2006.3.22�
�
�
2006.3.28�
�
�
2006.3.15

�
�
�
法第2条第七号の
二�
�
令第129条の2の5
第1項第七号ハ�
�
�
令第129条の2の5
第1項第七号ハ�
�
令第1条第五号�
�
�
令第1条第五号�
�
�
法第2条第八号�
�
�
法第2条第八号�
�
�
令第20条の5第4
項�
�
�
法第2条第七号(
令107条)�
�
令第112条第14項
第二号�
�
法第2条第九号(
令108条の2)�
�
法第2条第七号(
令107条)

�
�
�
準耐火構造�
耐力壁　45分�
�
区画貫通給排水
管等　60分�
�
�
区画貫通給排水
管等　60分�
�
準不燃材料�
�
�
準不燃材料�
�
�
防火構造�
耐力壁　３０分�
�
防火構造�
耐力壁　３０分�
�
令第20条の5第4
項に該当する建
築材料�
�
耐火構造 柱�
60分�
�
遮煙性能を有す
る防火設備�
�
不燃材料(20分)
（新たな試験の実
施を要しない）�
耐火構造 屋根　
30分（新たな試験
の実施を要しない）�

�
�
�
グラスウール充てん／軽量セメントモルタル塗
／せっこうボード裏張／木製軸組造外壁の性
能評価�
繊維混入セメントモルタル被覆合成樹脂給水管・
排水管・配電管／両面シーリング材・ロックウー
ル充てん／床耐火構造／貫通部分（中空床を
除く）の性能評価�
ケーブル・電線管／ロックウール保温板・けい酸
塩混入水酸化アルミニウム充てん／壁準耐火
構造／貫通部分の性能評価�
塩化ビニル樹脂系フィルム張／エポキシ樹脂系
裏面塗装／溶融亜鉛めっき鋼板の性能評価�
�
ポリエステル樹脂系フィルム・ポリプロピレン樹脂
系フィルム張／エポキシ樹脂系裏面塗装／溶
融亜鉛めっき鋼板の性能評価�
セルローズファイバー充てん／木繊維混入セメ
ントけい酸カルシウム板・構造用合板表張／普
通合板裏張／木製軸組造外壁の性能評価�
セルローズファイバー充てん／複合金属サイディ
ング・構造用合板表張／せっこうボード裏張／
木製軸組造外壁の性能評価�
単板積層材の性能評価�
�
�
�
両面ポリプロピレン系不織布・無機繊維フェルト
被覆／鉄骨柱の性能評価�
�
網入板ガラス入鋼製エレベータ乗り場戸の性能
評価�
�
アルミニウム蒸着ポリエチレンテレフタレート樹脂
系フィルム裏張普通紙・ウレタンフォーム裏張／
塗装／亜鉛めっき鋼板の性能評価�
ガラス繊維シート裏張／塗装溶融亜鉛めっき鋼
板折板屋根の性能評価�

受付番号�完了日� 性能評価の区分�性能評価の項目� 件　名� 商品名� 申請者名�
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戸建て売り主保険義務化

国土交通省

国土交通省は売り主に加入を義務付ける，欠陥住

宅の補修や建て替えの費用を負担する保険につい

て，分譲マンションだけでなく戸建て住宅も対象と

する方針を決めた。戸建て住宅を含む新築住宅の売

り主は，引き渡し後十年以内に欠陥が見つかった場

合は，補修や建て替えを行う瑕疵（かし）担保責任

を負っている。必要な資金を確実に拠出できること

を売り主に証明させるのが狙い。保険だけでなく銀

行などによる保証も認める。

今国会で宅地建物取引業法などを改正する考え。

ただ故意や重過失による欠陥への対応など課題も残

っている。

2006.2.23 日本経済新聞

リスクマネジメントのJIS見直し

経済産業省

経済産業省は日本工業規格（JIS）で制定してい

るリスクマネジメントの「JIS Q 2001」の内容を国

際標準に適合させるため見直す。2006年度の早い

段階に改正を検討する作業部会を立ち上げ，審議

する。

現時点の議論では，ISOのリスクマネジメント

規格はすべての組織に適用できる内容とすること

が決まっている。また，事業継続計画（BCP）やセ

キュリティー関連の規格を包括する内容とするほ

か，第三者認証制度を採用しないことが確認され

ている。これらの議論の動向を見ながら整合性を

図っていく考えだ。

2006.3.13 日刊工業新聞

ヒートアイランド　風の流れ遮る

国土交通省

国土交通省は東京臨海部を対象に，ヒートアイラ

ンド現象に関する実測調査（昨年夏）の結果を公表

した。汐留・新橋地区では再開発ビル群が，JR東京

駅近くの日本橋川では河川上の高速道路が風の流れ

を遮り，ヒートアイランド現象に一定の影響を及ぼ

している可能性があるとの見方を示した。

汐留・新橋地区ではビル群の風下側，特に西側約

1dの範囲では午後になると風が弱まり，川上側に

比べ実際に気温が約2度上昇した。日本橋川では高

速道路により風速が弱まることから，冷却効果があ

る海風の流れを阻んでいる可能性のあることがわか

った。このほか東京駅周辺では，海側にあるJR線路

の東側は街路に海風が吹き込み，気温上昇が緩和さ

れていることも確認できた。

2006.3.14 日本経済新聞

合法性・持続可能性でガイドライン

林野庁

林野庁は「木材・木材製品の合法性，持続可能性

の証明のためのガイドライン」をまとめた。木材・

木材製品の供給者が「合法性」「持続可能性」の証明

に当たって留意すべき事項等を取りまとめたもの。

合法性，持続可能性に配慮した木材・木材製品を選

ぶ際のガイドとして参考となる。

このガイドラインでは，木材・木材製品の合法性，

持続可能性を証明する方法として，①森林認証制

度・CoC認証制度（Chain of Custody：森林認証を取

得した製品が適切に分別管理されていることを第三

者機関が評価・認証する仕組み）を活用する，②森

林・林業・木材産業関係団体の認定を得る，③個別

企業等の独自の取り組みによる証明方法，の3つを

挙げている。 2006.3.30 新建ハウジング

（文責：企画課田口）
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【会議の論点】

○粒状地盤材料の対象は？
→粒子の堅固な砂質土のみならず破砕性土，圧
縮性に富む風化残積土（まさ土など），火山灰土
（しらすなど）あるいはリサイクル材など（資源の
有効利用，建設発生材の再利用促進という環境負
荷低減，持続可能な社会づくり等への取り組み）
○今何が求められているのか？
→粒状地盤材料を使用するにあたって，材料特
性の的確な把握が必要となっている（性能設計へ
の対応が必要とされている）。
○どのような新しい技術が必要とされているのか？
→材料特性を的確に把握し，実務に活用できる
新しい技術が進展している（新技術／可視化技術，
測定機器・システムの進歩）。

【微視的な視点からの粒状地盤材料の力学的・工学

的アプローチ】

○「圧縮性」「異方性」「降伏」「クリープ」「液状化」
「せん断破壊」など巨視的な挙動を「地盤は土粒子
の集合体であるという微視的な視点」から再検討
することで，より深い解釈が可能となる．
○微視的な視点からの「解析モデルの開発」や「新し
い材料評価方法の確立」につながる可能性がある。

○リサイクル材は，「圧縮性」「自硬性」など天然材
料とは異なる性質があり「微視的な視点からの評
価が不可欠」

【会場】

山口大学工学部D講義棟（宇部市常盤台2－16－1）
【会議の日時】

平成18年9月12日c～14日e

【申し込み方法】

申し込み方法および詳細は
URL：「http://web.cc.yamaguchi-u.ac.jp/̃isy06/

index.html」をご覧ください。
【登録費】

5/31以前：地盤工学会国際会員（40,000円）
非国際会員（45,000円）

6/1以降：地盤工学会国際会員（45,000円）
非国際会員（50,000円）

参加費，論文集代，懇親会費を含む
技術展示参加費：100,000円

【問い合わせ先】

山口大学工学部社会建設工学科　兵動正幸
Tel.0836－85－9343，Fax.0836－83－9301
e-mail: hyodo@yamaguchi-u.ac.jp

国際地盤工学会技術委員会「TC35 / 粒状地盤材料の力学」委員長・英国ボルトン教授（ケンブリ
ッジ大学），副委員長・兵動正幸（山口大学教授）の活動の一環として，社団法人地盤工学会と山口
大学の主催で，本年9月12日から14日にわたり山口大学工学部を主会場としてシンポジウムを開催し
ます。このシンポジウムは，わが国特にこの地域を取り巻く地盤を構成するまさ土や火山灰など粒
子が脆弱な土や粒子形状が一般の砂とは異なる土や産業副産物からなるリサイクル材料などの諸問
題を取り上げ，新しい技術・研究について情報交換を行うものであります。既に30ヶ国から80編を
超える論文が集まっており，国内外から約200名の参加を見込んでいます。当地域でこのような規模
の国際集会を開催できることはまたとない機会と思われますので，是非ともご参加くださいますよ
うお願い申し上げます。一般参加，または技術展示によるご参加をお願い申し上げます。

vvv

記

vvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvv

International Symposium on Geomechanics and Geotechnics of Particulate Media

「粒状地盤材料の力学と工学に関する国際シンポジウム IS Yamaguchi 2006」（9/12～14）
開催と参加のご案内について

vvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvvv
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（東京工業大学教授）

（建材試験センター・常務理事）
（同・企画課長）
（同・試験管理課長）
（同・防耐火グループ統括リーダー）
（同・材料グループ統括リーダー代理）
（同・ISO審査・企画調査室長）
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5
今年もまたゴールデンウィークがやってきました。実はゴ

ールデンウィークという言葉は和製英語なのでアメリカでは
通じないそうです。昭和26年5月の連休に上映した「自由学校」
という映画が正月映画やお盆映画よりも大ヒットしたことか
ら，当時大映専務だった松山英夫さんがその連休をゴールデ
ンウィークと名付けたことが始まりだそうです。最初は映画
館関係者しか使わなかったこの言葉が一般にも普及したこと
は，映画館が当時の日本人にとって身近な娯楽であったこと
の一端を示しているような気がします。
昭和26年から約半世紀たった現在の日本ではレンタルビデ

オ等の普及により映画館が昔ほど身近な娯楽ではなくなって
います。実は私もここ5年くらいは映画館で映画を見ていませ
んでした。最近，近くに映画館がオープンしたことから5年ぶ
りに映画館に足を運んだわけでありますが，テレビとは違う
迫力のある大画面に圧倒されて映画館のよさを再認識させら
れてしまいました。これから映画館通いが病みつきになりそ
うな予感がしています。映画はレンタルビデオで十分と言う
人も多いとは思いますが，久しぶりに映画館に足を運んでみ
てはいかがですか。 （塩崎）

ご購読ご希望の方は，上記㈱工文社
までお問い合せ下さい。

初夏の五月，緑がまぶしい季節になりました。この号が
発行される頃はゴールデンウイークも一段落，お疲れ気味
の方も多いのではないでしょうか。
さて，今月号には，武蔵工業大学の近藤教授らによる

「クールルーフによるヒートアイランド対策」についてご寄
稿いただきました。高反射率塗料で被覆することにより，
都市の温暖化・ヒートアイランド現象を緩和しようという
研究です。また，関連して技術レポートでは「保水性建材
の蒸発性能」について紹介しました。
高反射率塗料を建物の屋根に適用する場合を「クールル

ーフ（Cool roof）」，舗装面に適用する場合を「クールペイブ
メント（Cool pavement）」と呼ぶそうですが，真夏をひかえ
早くも百貨店では「クールビズ（Cool biz）」関連の商品が相
次ぎ登場し商戦が始まっています。こちらは人に適用する
場合の省エネ対策ですね。ノーネクタイ，ノー上着という
軽装といっても，社会常識を逸脱しないよう節度を保って
ほしいです。 （高野）
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